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【 歳入 】

地方譲与税

<地方揮発油譲与税>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

地方揮発油譲与税 決算額 １３，６７５千円（１３，８００千円）

地方揮発油税（国税）の一部を市町村道の延長及び面積に按分して譲与されました。

<自動車重量譲与税>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

自動車重量譲与税 決算額 ４１，８５４千円（４１，５００千円）

自動車重量税（国税）の一部を市町村道の延長及び面積に按分して譲与されました。

<森林環境譲与税>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

森林環境譲与税 決算額 ２１，５０８千円（２１，９２２千円）

間伐等の「森林の整備に関する施策」や人材育成・担い手の確保等の「森林の整備の促進

に関する施策」の財源として、私有林人工林面積、林業就業者数及び人口により按分して譲

与されました。

利子割交付金

<利子割交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

利子割交付金 決算額 ９１千円（１００千円）

金融機関等からの利子に課税された一部を財源として、個人道民税の額に応じて交付され

ました。

配当割交付金

<配当割交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

配当割交付金 決算額 ８７５千円（５００千円）

上場株式等の配当に課税された一部を財源として、個人道民税の額に応じて交付されまし
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た。

株式等譲渡所得割交付金

<株式等譲渡所得割交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

株式等譲渡所得割交付金 決算額 １，３５３千円（４００千円）

株式等の譲渡所得に課税された一部を財源として、個人道民税の額に応じて交付されまし

た。

法人事業税交付金

<法人事業税交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

法人事業税交付金 決算額 ４，４２９千円（４，５９２千円）

法人事業税の一部を財源として、市町村の従業員数に応じて交付されました。

地方消費税交付金

<地方消費税交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

地方消費税交付金 決算額 ４６，８５６千円（４３，９００千円）

地方消費税の一部を財源として、人口及び従業員数に按分して交付されました。

自動車税環境性能割交付金

<自動車税環境性能割交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

自動車税環境性能割交付金 決算額 ６，４１５千円（５，０００千円）

自動車税環境性能割の一部を財源として、市町村道の延長や面積に按分して交付されまし

た。



3

国有提供施設等所在市町村助成交付金

<国有提供施設等所在市町村助成交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

国有提供施設等所在市町村助成交付金 決算額 ３００千円（３００千円）

国が所有する固定資産のうち、アメリカ軍や自衛隊の基地施設に供する固定資産について

交付されました。

地方特例交付金

<地方特例交付金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

地方特例交付金 決算額 ６，３１３千円（６，３１３千円）

個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う減収の補填として交付されま

した。令和６年度は定額減税での地方税に減収が生じるため、その補填が措置されています。

地方交付税

<普通交付税>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

普通交付税 決算額 ２，０５０，６７５千円（２，０５０，６７５千円）

基準財政需要額から基準財政収入額を差し引き、財源不足が生じたため、財源不足額に応

じて交付されました。令和６年度は定額減税での地方税収に減収が生じるため、その補填が

措置されています。

<特別交付税>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

特別交付税 決算額 ２３２，１０５千円（２６１，５４８千円）

普通交付税で捕捉されない災害等の特別な財政需要に対して交付されました。



4

分担金及び負担金

<民生費負担金>

（担当：保健福祉課福祉グループ）

老人福祉施設入所費負担金 決算額 １６，２４２千円（１６，５１４千円）

老人福祉法第２８条の規定に基づき、老人福祉施設入所に要した費用について、町が支弁

した者又はその家族から負担能力に応じてその費用の全額又は一部を徴収しました。

使用料及び手数料

<総務使用料>

（担当：建設課建設グループ）

地域づくり活動支援センター使用料 決算額 １５千円（１５千円）

地域づくり活動支援センターの使用料として徴収しました。

コミュニティ施設使用料 決算額 ２５千円（１８千円）

コミュニティ施設の使用料として徴収しました。

<衛生使用料>

（担当：総務課住民グループ・保健福祉課保健グループ）

火葬場使用料 決算額 ４９５千円（４９５千円）

火葬場の使用料として徴収しました。

・使用件数 町内：１５件×２５千円、町外：４件×３０千円

墓地使用料 決算額 ３０千円（３０千円）

墓地の使用料として徴収しました。３件×１０千円

歯科診療所使用料 決算額 １８，９６７千円（１４，９５５千円）

歯科診療所の使用料として徴収しました。

<農業使用料>

（担当：産業課産業グループ）

町営牧場使用料 決算額 ２，１６１千円（２，１６１千円）

町営牧場の使用料として徴収しました。

<土木使用料>

（担当：建設課建設グループ）

道路使用料 決算額 １，１２４千円（１，１２２千円）

道路の占用料として徴収しました。
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・電柱道路占用使用料 ６６７千円

・電話柱道路占用使用料 ４５７千円

公営住宅使用料 決算額 ３２，０２８千円（３１，３７２千円）

公営住宅の使用料として徴収しました。

公営住宅車庫使用料 決算額 １，９８７千円（２，０４６千円）

公営住宅車庫の使用料として徴収しました。

・あかね団地公営住宅車庫 １，８９６千円

・新小頓別団地公営住宅車庫 ９１千円

公営住宅使用料滞納繰越分 決算額 １６４千円（１千円）

公営住宅の使用料として徴収するもので、前年度までに徴収できなかった使用料を徴収し

ました。

独身者住宅使用料 決算額 ５，９８４千円（６，１６４千円）

独身者住宅の使用料として徴収しました。

・メモリアルハイツＡ ４，７７０千円

・メモリアルハイツＢ １，２１４千円

特定公共住宅使用料 決算額 ６，５９１千円（７，６８９千円）

特定公共住宅の使用料として徴収しました。

・敏音知特定公共賃貸住宅 ３８０千円

・旭台特定公共賃貸住宅 ２，２７７千円

・あかね団地特定公共賃貸住宅 ３，９３４千円

特定公共車庫使用料 決算額 ６００千円（７００千円）

特定公共住宅車庫の使用料として徴収しました。

・旭台特定公共賃貸住宅車庫 ２３４千円

・あかね団地特定公共賃貸住宅車庫 ３６６千円

定住促進住宅使用料 決算額 ２，３１５千円（２，４００千円）

定住促進住宅の使用料として徴収しました。

・旧長寿園職員住宅 １，８４８千円

・旧町職員住宅 ４６７千円

おためし暮らし住宅使用料 決算額 １９３千円（２４０千円）

おためし暮らし住宅の使用料として徴収しました。

河川使用料 決算額 ７２千円（６９千円）

河川の占用料として徴収しました。

河川使用料滞納繰越分 決算額 ４千円（０千円）

河川敷地の使用料として徴収するもので、前年度までに徴収できなかった使用料を徴収し

ました。
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<教育使用料>

（担当：教育委員会教育グループ）

学校体育館使用料 決算額 ４８千円（４０千円）

学校体育館の使用料として徴収しました。

町体育館使用料 決算額 １３４千円（１３０千円）

町体育館の使用料として徴収しました。

柔剣道場使用料 決算額 １４千円（２千円）

柔剣道場の使用料として徴収しました。

町民センター使用料 決算額 ９８千円（８０千円）

町民センターの使用料として徴収しました。

郷土資料館入館料 決算額 ２１千円（１１千円）

郷土資料館の入館料として徴収しました。

小頓別多目的集会施設使用料 決算額 ８９千円（１５千円）

小頓別多目的集会施設の使用料として徴収しました。

山村水泳プール使用料 決算額 １１千円（１５千円）

山村水泳プールの使用料として徴収しました。

創作活動施設使用料 決算額 ０千円（１千円）

山村水泳プールの使用料として徴収するものです。令和６年度は実績がありませんでした。

そうや自然学校使用料 決算額 ２５０千円（２５０千円）

そうや自然学校の施設使用料として徴収しました。

<総務手数料>

（担当：総務課住民グループ・建設課建設グループ）

戸籍手数料 決算額 ３５１千円（３７８千円）

戸籍関連の証明発行手数料として徴収しました。

住民登録手数料 決算額 ２５８千円（１９９千円）

住民登録関連の証明発行手数料として徴収しました。

証明手数料 決算額 ２４９千円（１９７千円）

所得証明関連等の証明発行手数料として徴収しました。

臨時運行許可手数料 決算額 ５千円（２千円）

自動車臨時運行の許可証明発行手数料として徴収しました。

閲覧手数料 決算額 ０千円（１千円）

住民票の閲覧手数料として徴収するものです。令和６年度は実績がありませんでした。

地籍成果簿閲覧手数料 決算額 １１６千円（１００千円）

中頓別管内の地籍に関する成果の閲覧や複写に係る手数料として徴収しました。

屋外広告物設置許可手数料 決算額 ２５千円（２７千円）

法令に基づき設置許可を受けた屋外広告物に係る手数料として徴収しました。
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・更新分 １件×１４，２００円、１件×３，９００円

<衛生手数料>

（担当：総務課住民グループ・保健福祉課保健グループ）

犬登録手数料 決算額 ４千円（３千円）

町内で飼育する犬の登録手数料として徴収しました。

・新規１件×３千円、再登録１件×１．６千円

狂犬病予防接種済票交付手数料 決算額 ２８千円（２８千円）

狂犬病予防接種終了後に交付する狂犬病予防接種済票の交付手数料として徴収しました。

・５１頭分×５５０円

一般廃棄物処理手数料 決算額 ３，６０４千円（３，６０３千円）

町内で使用する指定ごみ袋の販売手数料として徴収しました。

（担当：総務課住民グループ・保健福祉課保健グループ）

歯科診療所事務取扱手数料 決算額 ５２千円（１０千円）

マイナ保険証利用促進のための利用勧奨の取り組みにかかる手数料として交付されました。

<農業手数料>

（担当：農業委員会事務局・産業課産業グループ）

現地目証明手数料 決算額 ３千円（３千円）

土地の現況を証明するための発行手数料として徴収しました。

町営牧場捕獲手数料 決算額 ３２８千円（３２８千円）

町営牧場の入牧牛の管理に要する手数料として徴収しました。

・一般育成牛 ２９千円

・授精対象牛 ２９９千円

有害鳥獣処理手数料 決算額 ８８千円（７６千円）

交通事故等によって、有害鳥獣等処理施設に搬入されたエゾシカの処理手数料として徴収

しました。

国庫支出金

<民生費国庫負担金>

（担当：保健福祉課福祉グループ）

児童手当国庫負担金 決算額 １０，９２５千円（１３，３９７千円）

１８歳までの児童を持つ家庭に支給される児童手当に対して交付されました。

国民健康保険基盤安定国庫負担金 決算額 １，６０３千円（１，８０５千円）

市町村が行う国民健康保険の保険税軽減を図り、財政の安定化を目的として交付されまし
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た。

障害者自立支援給付費国庫負担金

決算額 ６０，９７３千円（５５，８１６千円）

市町村が負担する障害福祉サービス費等に対して交付されました。

・障害者自立支援給付費負担金 ６０，４６３千円

・障害者医療費負担金 ５１０千円

未熟児医療費等国庫負担金 決算額 １７５千円（５００千円）

低体重や早産等で身体の発育が未熟なまま生まれたために入院養育が必要な乳児に対する

医療費の補助に対して交付されました。

障害児入所給付費国庫負担金 決算額 ３１２千円（１８０千円）

市町村が負担する障害児入所施設等における児童等の入所後又は委託後の保護に必要な経

費等に対して交付されました。

低所得者保険料軽減負担金 決算額 １，６３０千円（２，１３７千円）

介護保険の１号保険料について、所得が低い層（第１～３段階保険者）に対する保険料を

軽減し、その軽減分に対して２分の１相当額が交付されました。

<総務費国庫補助金>

（担当：総務課住民グループ・政策経営課政策経営グループ）

デジタル田園都市国家構想交付金

決算額 １５，７８３千円（１６，０９７千円）

地方の社会的課題解決、魅力向上の取組みを加速化・深化する観点から、地域再生計画や

地方版総合戦略を策定し、地方創生のための実施計画を定め、これに基づいて実施する「中

頓別町版コモンズ形成事業」と、デジタル技術を活用した技術を導入する事業（デマンドバ

ス予約アプリ、図書システム、住民向けアプリ）に対してに対して交付されました。

・地方創生推進タイプ １１，１５２千円

・デジタル実装タイプ ４，６３１千円

年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金

決算額 ３０千円（１４千円）

年金生活者に対する支援業務に対して交付されました。

デジタル基盤改革支援補助金 決算額 ３１，５００千円（９４，０９２千円）

※（ ）のうち、６１，６１３千円は令和７年度への繰越明許費です。

標準準拠システムに移行するために対して交付されたものです。

中間サーバー・プラットフォーム運営交付金

決算額 ２，６１９千円（２，６１９千円）

庁舎内関連システムと中間サーバーの更改に要する経費に対し、補助を受けたものです。
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社会保障・税番号制度システム事業費補助金

決算額 ４，７５３千円（１，５６２千円）

※うち、２，９８６千円は令和５年度からの繰越明許費です。

戸籍関連システム、マイナンバーカード作成支援機種等に要する経費に対して補助を受け

たものです。

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

決算額 ２７，３６９千円（３７，５３７千円）

※（ ）のうち、１０，２１１千円は、令和７年度への繰越明許費です。

物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の負担軽減を図る事業に対して交付されました。

個人番号カード交付事務費補助金 決算額 ６，１８２千円（８，０２６千円）

※うち、６,１８２千円は令和５年度からの繰越明許費です。

マイナンバーカード交付事務として、タブレット端末の通信費に要する経費に対して交付

されました。

<民生費国庫補助金>

（担当：保健福祉課福祉グループ）

子ども・子育て支援交付金 決算額 １０，６６４千円（１２，０２２千円）

利用者支援事業、放課後児童健全育成事業、一時預かり事業等に対して交付されました。

地域生活支援事業費国庫補助金 決算額 ２７３千円（６５１千円）

市町村が実施する成年後見制度利用支援事業や日常生活用具給付等事業等に対して交付さ

れました。

子ども・子育て支援費補助金 決算額 １，４２９千円（１，４２９千円）

利用者支援事業、放課後児童健全育成事業、一時預かり事業等に対して交付されました。

<衛生費国庫補助金>

（担当：保健福祉課保健グループ）

保健衛生費補助金 決算額 ３９９千円（５３１千円）

市町村が実施する感染症対策、地域保健医療推進対策等の事業に対して医療の確保と健康

づくりを推進することを目的として交付されました。

・感染症予防事業費国庫補助金 ０千円

・疾病予防対策事業費等補助金 ２７千円

・母子衛生費国庫補助金 ３７２千円

出産・子育て応援交付金 決算額 ３３３千円（１，５２２千円）

※（ ）のうち、１，１８８千円は令和７年度への繰越明許費です。

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てできるように妊娠期から出産・子育てま

で一貫した支援を目的として、助産師・保健師が相談支援等を行う伴走型相談支援に係る人

件費等の経費や、妊娠の届出や出生の届出を行った妊婦・子育て世帯等に対して行う出産育
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児関連用品の購入費助成に対して交付されました。

<労働費国庫補助金>

（担当：産業課商工労働・観光まちづくりグループ）

特定地域づくり事業推進補助金 決算額 ２，３４６千円（３，０５２千円）

特定地域づくり事業協同組合の事業費のうち、対象となる事業費に対して４分の１を限度

として交付されました。

<土木費国庫補助金>

（担当：建設課建設グループ）

道路橋梁費補助金 決算額 ２３１，６４６千円（１２５，１７９千円）

※うち、１１６，１４２千円は、令和５年度からの繰越明許費です。

※（ ）のうち、２，８６７千円は、令和７年度への繰越明許費です。

社会資本整備総合交付金（道路事業）及び道路メンテナンス事業補助金（橋梁長寿命化事

業）として交付されました。

・秋田原野線交付金工事補助金 ４８，４１９千円

・雪寒機械更新事業補助金 １３，６００千円

・除雪事業補助金 ２８，７６８千円

・中頓別弥生線交付金事業補助金 １３，００５千円

・道路長寿命化事業補助金 ４，２１４千円

・橋梁長寿命化事業補助金 ７，４９８千円

公営住宅建設事業等補助金 決算額 １６，５２９千円（１６，５２９千円）

社会資本整備総合交付金（営繕事業）として交付されました。

・空き家再生推進事業（危険廃屋解体助成） １，８７５千円

・公営住宅等ストック事業（ひまわり団地外部改修設計） １，８００千円

・既設公営住宅等の除去（あかね団地解体工事） ５，４６１千円

・公営住宅等ストック事業（西団地外壁改修工事） ７，３９３千円

<教育費国庫補助金>

（担当：教育委員会教育グループ）

へき地児童生徒援助費補助金 決算額 ２２千円（３０千円）

小学１年生及び４年生並びに中学１年生の児童生徒を対象として行う心電図検査に対して

交付されました。

特別支援教育就学費補助金 決算額 １８千円（２５千円）

小学１年生及び４年生並びに中学１年生の児童生徒を対象として行う心電図検査に対して

交付されました。
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公立学校情報機器整備費補助金 決算額 ２０８千円（２０８千円）

小中学校において情報機器を活用するための支援体制の整備に対して交付されました。

学校施設環境改善交付金 決算額 ０千円（３，１０９千円）

※（ ）は、令和７年度への繰越明許費です。

小学校、中学校の学校統合に伴う校舎の改修に要する経費に対して交付されるものです。

<総務費委託金>

（担当：総務課総務グループ・総務課住民グループ）

外国人登録事務委託金 決算額 １５１千円（１６０千円）

外国人に対する住民民登録手続きに要する経費として交付されました。

自衛官募集事務委託金 決算額 １８千円（１８千円）

自衛官募集に要する経費として交付されました。

衆議院議員選挙委託金 決算額 ６，７０４千円（６，７１６千円）

令和６年１０月２７日執行の第５０回衆議院議員総選挙、第２６回最高裁判所裁判官国民

審査に係る経費として交付を受けました。

<民生費委託金>

（担当：総務課住民グループ・保健福祉課福祉グループ）

国民年金事務委託金 決算額 ４９５千円（６３０千円）

国民年金事務である加入・変更・死亡の届出等に要する経費として交付されました。

児童福祉委託金 決算額 ８千円（５千円）

特別児童扶養手当事務を執行するための経費として交付されました。

道支出金

<総務費道負担金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

土地利用対策事業道負担金 決算額 ２２千円（２２千円）

国土利用計画法の規定による土地取引の届出や遊休土地の利用促進、監視区域の調査に関

する事務事業に対して、適正な執行を図ることを目的として交付されました。

<民生費道負担金>

（担当：保健福祉課福祉グループ）

児童手当道負担金 決算額 ２，００５千円（２，８７８千円）

１８歳までの児童を持つ家庭に支給される児童手当に対して交付されました。
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社会福祉費道負担金 決算額 １，０１１千円（９６７千円）

民生委員等関係経費負担金取扱要綱に基づき、民生委員の活動に対して交付されました。

・民生委員活動費負担金 ７８２千円

・民生委員協議会活動推進費負担金 ２２９千円

国民健康保険基盤安定道負担金 決算額 ４，８５４千円（４，６３３千円）

市町村が行う国民健康保険の保険税軽減を図り、財政の安定化を目的として交付されまし

た。

障害者自立支援給付費道負担金 決算額 ２７，９５４千円（２７，９０８千円）

市町村が負担する障害福祉サービス費等に対して交付されました。

・障害者自立支援給付費負担金 ２７，５０３千円

・障害者医療費負担金 ４５１千円

後期高齢者医療保険基盤安定道負担金

決算額 ７，２９０千円（８，１３７千円）

後期高齢者医療保険の保険料軽減を図り、財政の安定化を目的として交付されました。

未熟児医療費等道負担金 決算額 ０千円（２５０千円）

低体重や早産等で身体の発育が未熟なまま生まれたために入院養育が必要な乳児に対する

医療費の補助に対して交付されるものです。令和６年度は実績がありませんでした。

障害児入所給付費道負担金 決算額 １０７千円（９０千円）

市町村が負担する障害児入所施設等における児童等の入所後又は委託後の保護に必要な経

費等に対して交付されました。

低所得者保険料軽減負担金 決算額 ８３３千円（１，０６８千円）

介護保険の１号保険料について、所得が低い層（第１～３段階保険者）に対する保険料を

軽減し、その軽減分に対して４分の１相当額が交付されました。

<総務費補助金>

（担当：総務課総務グループ・政策経営課政策経営グループ）

深地層研究施設周辺地域特別対策事業補助金

決算額 ９，９０４千円（９，９０４千円）

電源開発事業の理解促進及び電気の大量消費地域が受ける利益を電気の製造地域に還元す

ることを目的として、発電用施設等の周辺地域での公共用施設の整備や住民福祉の向上に資

する事業に対して交付されました。

地域づくり総合交付金 決算額 １，０００千円（１，０００千円）

地域の創意と主体性に基づく地域の特性や優位性を生かした取り組みの促進を図るため、

地域課題の解決や地域活性化を目的として取り組む事業に対して交付されました。

・防災対策事業 １，０００千円
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<民生費補助金>

（担当：保健福祉課福祉グループ）

老人クラブ運営費補助金 決算額 ２１２千円（２１２千円）

北海道老人クラブ活動推進事業実施要綱に基づき、老人クラブ連合会が行っている活動に

対して交付されました。

ひとり親家庭及び重度心身障害者補助金

決算額 ２，０６３千円（３，０２７千円）

北海道医療給付事業補助金要綱に基づき、重度心身障害者及びひとり親家庭の医療費の補

助に対して交付されました。

・重度心身障害者医療給付費事業補助金 １，９５０千円

・重度心身障害者医療事務費補助金 ６９千円

・ひとり親家庭等医療事務費補助金 ４４千円

乳幼児医療補助金 決算額 ４９３千円（１，５０５千円）

北海道医療給付事業補助金要綱に基づき、乳幼児の医療費及び就学児の一部の医療費の補

助に対して交付されました。

地域生活支援事業費道補助金 決算額 １４４千円（３２５千円）

市町村が実施する成年後見制度利用支援事業や日常生活用具給付等事業等に対して交付さ

れました。

子ども・子育て支援交付金 決算額 ６，１９５千円（６，１０５千円）

利用者支援事業、放課後児童健全育成事業、一時預かり事業等に対して交付されました。

妊産婦安心出産支援事業費補助金 決算額 ４４千円（１５３千円）

分娩可能な参加医療機関までの距離が遠く、健康診査や出産に係る交通費の助成に対して

交付されました。

多子世帯の保育料軽減支援事業費補助金 決算額 ６６１千円（８１４千円）

保育所を利用する第２子以降の３歳未満の保育料無償化事業に対して交付されました。

地域自殺対策緊急強化推進事業補助金 決算額 ４４７千円（８０５千円）

地域自殺対策強化交付金要綱に基づき、自殺対策を主たる目的として対面や電話等の相談

支援体制の拡充等に対して交付されました。

<衛生費補助金>

（担当：保健福祉課保健グループ・保健福祉課福祉グループ）

健康増進事業補助金 決算額 ４８９千円（５８６千円）

市町村が行う各種健（検）診事業や健康教育事業等、健康増進を目的として行っている事

業に対して交付されました。

出産・子育て応援交付金 決算額 ７５千円（１６６千円）

全ての妊婦・子育て世帯が安心して出産・子育てできるように妊娠期から出産・子育てま

で一貫した支援を目的として、助産師・保健師が相談支援等を行う伴走型相談支援に係る人
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件費等の経費や、妊娠の届出や出生の届出を行った妊婦・子育て世帯等に対して行う出産育

児関連用品の購入費助成に対して交付されました。

在宅医療提供体制強化事業補助金 決算額 １，５００千円（１，５００千円）

国保病院での訪問看護事業を実施し在宅医療の充実と推進することを目的として交付され

ました。

<農林業費補助金>

（担当：農業委員会事務局・産業課産業グループ）

農業委員会補助金 決算額 ２，６１６千円（２，６１６千円）

農業委員会促進事業及び機構集積支援事業に対して交付されました。

・農業委員会交付金事業 ２，１０８千円

・機構集積支援事業交付金 １０９千円

・農地利用最適化交付金 ３９９千円

造林事業補助金 決算額 ６，１９６千円（６，１７１千円）

町有林の間伐・下刈り・造林事業を実施する森林環境保全直接支援事業に対して交付され

ました。

・町有林除間伐事業補助金 ２，３９３千円

・町有林下刈事業補助金 ２，２８２千円

・町有林造林事業補助金 １，５２１千円

森林保護事業補助金 決算額 １５７千円（１５６千円）

野ネズミ駆除剤散布を実施する森林保護事業に対して交付されました。

林道開設事業補助金 決算額 ２８，３７８千円（２９，０７０千円）

林道等整備工事事業に対して交付されました。

・幹線林道弥生線改良事業補助金 ２８，３７８千円

農業経営基盤強化資金利子補給事業補助金 決算額 ４千円（４千円）

認定農業者支援事業における、農業経営基盤強化資金利子助成事業に対して交付されまし

た。

畜産経営維持緊急支援資金利子補給補助金 決算額 ６０千円（６０千円）

各種制度資金利子補給事業のうち、畜産経営維持緊急支援資金利子補給事業に対して交付

されました。

中山間地域等直接支払交付金 決算額 ２９，２８４千円（２９，２８４千円）

中山間地域等直接支払交付金事業に対して交付されました。

中山間地域等直接支払推進交付金 決算額 ３１千円（６２千円）

中山間地域等直接支払交付金事業を円滑に推進することを目的として交付されました。

ふるさとの山づくり総合対策事業補助金

決算額 ３，００６千円（３，００６千円）

民有林の造林事業の支援を行う豊かな森づくり推進事業に対して交付されました。
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大家畜特別支援資金利子補給事業補助金 決算額 ９１千円（９１千円）

各種制度資金利子補給事業のうち、大家畜特別支援資金利子補給事業に対して交付されま

した。

多面的機能支払事業補助金 決算額 ２，６５９千円（２，６５１千円）

多面的機能支払事業に対して交付されました。

林業専用道上頓別線開設事業補助金

決算額 １７，８４０千円（１７，９０１千円）

林道等整備工事事業に対して交付されました。

畜産特別資金利子補給補助金 決算額 ３６千円（３６千円）

林道等整備工事事業に対して交付されました。

鳥獣被害防止総合対策事業補助金 決算額 ５，５９８千円（５，６０１千円）

国が実施する鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業によるエゾシカの捕獲に対して交付され

ました。

地域づくり総合交付金 決算額 ８０千円（１８０千円）

鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業の対象外となるエゾシカの捕獲に対して交付されまし

た。

・中頓別町エゾシカ有害捕獲事業 ８０千円

<教育費補助金>

（担当：教育委員会教育グループ）

教育支援活動促進事業補助金 決算額 ６１９千円（６５９千円）

地域活性化のための仕組みづくりや施策を組み合わせ、地域の将来を担う子どもたちを育

成し、地域創成の実現を目指すことを目的として交付されました。

・北海道学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金

地域づくり総合交付金 決算額 ５，０００千円（５，０００千円）

浜頓別高校への通学便として運行するバスの運行経費に対して交付されました。

<総務費委託金>

（担当：総務課総務グループ・選挙管理委員会事務局・総務課住民グループ・

政策経営課政策経営グループ）

統計調査事務委託金 決算額 ２７４千円（２８５千円）

各種統計調査事務を執行するための経費として交付されました。

・学校基本調査市町村交付金 ８千円

・経済センサス調査区管理市町村交付金 ４千円

・国勢調査調査区設定市町村交付金 ４２千円

・農林業センサス本調査市町村交付金 ２２０千円
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徴税費事務委託金 決算額 ２，２８３千円（２，２７３千円）

当該年度の納税義務者数を基準として、住民税事務に要する経費として交付されました。

戸籍住民登録費委託金 決算額 １０千円（９千円）

国が実施する厚生統計調査に伴い、町の人口動態調査事務に要する経費として交付されま

した。

・人口動態調査事務委託金 １０千円

北海道権限移譲事務委託金 決算額 １７２千円（１７２千円）

権限の移譲事務に要する経費として交付されました。

在外選挙委託金 決算額 ０千円（１千円）

在外選挙人に関する事務費として交付されるものです。令和６年度は実績がありませんで

した。

<農林業費委託金>

（担当：産業課産業グループ）

家畜法定伝染病事務委託金 決算額 １２１千円（１２１千円）

家畜伝染病予防法に基づき実施された牛ヨーネ病検査にかかる委託料及び、みつばちふそ

病検査手数料及び証明書発行手数料として交付されました。

農業農村整備事業監督等補助業務委託金 決算額 ８３千円（８３千円）

道営草地整備型公共牧場整備事業の円滑な事業実施を進めるための経費として交付されま

した。

<土木費委託金>

（担当：建設課建設グループ）

河川管理委託金 決算額 ８８８千円（８８６千円）

樋門樋管を管理するための経費として交付されました。

建築基準法業務委託金 決算額 １３千円（２０千円）

建築基準法事務を執行するための経費として交付されました。

建設リサイクル法業務委託金 決算額 ９千円（７千円）

建築リサイクル法事務を執行するための経費として交付されました。

財産収入

<財産運用収入>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

利子及び配当金 決算額 ３，７４９千円（３，７９１千円）

町が所有する基金の利子及び有価証券の配当金です。
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・株式配当金 １８千円

・基金利子 ３，７３１千円

<財産貸付収入>

（担当：建設課建設グループ）

土地貸付収入 決算額 ２，３９０千円（２，４１７千円）

町が所有する土地の貸付料として徴収しました。

・北海道電力（株）ほか ２，０６２千円

・国営草地弥生団地採草地貸付収入 ３２８千円

建物貸付収入 決算額 ２，４３７千円（２，７４３千円）

町が所有する建物の貸付料として徴収しました。

・教職員住宅貸付料 ２，４３７千円

施設貸付収入 決算額 ５，９４８千円（７，２５２千円）

町が所有する施設の貸付料として徴収しました。

・旧中頓別加工事務所貸付料 ５８千円

・旧敏音知教員住宅貸付料 ９０千円

・旧松音知教員住宅貸付料 ７９千円

・旧小頓別教員住宅貸付料 ４３０千円

・旧宮下土木現業所車庫貸付料 ３９千円

・旧町職員住宅貸付料 ８６０千円

・旧農業高校教員住宅貸付料 ３，４４８千円

・旧公衆浴場黄金湯貸付料 ６２千円

・町有施設貸付料 ３１千円

・宗谷森林管理署中頓別公務員宿舎貸付料 １１７千円

・旧消防吏員待機宿舎貸付料 ７３４千円

施設貸付収入滞納繰越分 決算額 ４１７千円（０千円）

町が所有する施設の貸付料として徴収するもので、前年度までに徴収できなかった貸付料

を徴収しました。

<不動産売払収入>

（担当：建設課建設グループ）

土地売払収入 決算額 ０千円（１千円）

町が所有する土地の売払いによる収入です。

建物売払収入 決算額 ０千円（１千円）

町が所有する建物の売払いによる収入です。
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<物品売払収入>

（担当：建設課建設グループ）

物品売払収入 決算額 ９３５千円（１千円）

町が所有する物品の売払いによる収入です。

・除雪トラック１台、ロータリー除雪車１台売払い

<生産物売払収入>

（担当：産業課産業グループ）

立木売払収入 決算額 １１，５９５千円（１０，１５８千円）

町が実施する町有林の主伐や間伐で発生した立木の売払いによる収入です。

<有価証券売払収入>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

有価証券売払収入 決算額 ２２千円（２２千円）

・北海道曹達株式会社株式譲渡代金 ２２千円

町が所有する有価証券の株式併合に伴う譲渡代金です。

寄附金

<一般寄附金>

（担当：総務課総務グループ）

一般寄附金 決算額 １，０１０千円（１０千円）

一般寄附金として個人から２件の寄附をいただきました。

<指定寄附金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

指定寄附金 決算額 ２３，４９１千円（２０，７００千円）

「豊かな自然環境の保全及び活用」や「未来を担う子どもの健全育成及び教育」等の使途

を特定した寄附（ふるさと納税）や、中頓別町まち・ひと・しごと創生推進計画への寄附（企

業版ふるさと納税）をいただきました。

・ふるさと納税 １９，２９１千円

・企業版ふるさと納税 ４，２００千円
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繰入金

<長寿園施設改修拡張事業基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

長寿園施設改修拡張事業基金繰入金

決算額 ２７，２０５千円（２７，２０５千円）

老人ホーム長寿園の施設改修拡張事業に要する経費の財源として積立した基金です。事業

実施時に発行した過疎対策事業債の令和６年度償還分に充てるため取り崩しました。

<地域活性化基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

地域活性化基金繰入金 決算額 ９１，６３７千円（９１，６３７千円）

地域医療の確保、住民の日常的な交通手段の確保をはじめ、地域住民が将来にわたり安心

して暮らすことができる地域社会の実現を図るための経費の財源として積立した基金です。

過疎対策事業債及び辺地対策事業債の令和６年度償還分に充てるため取り崩しました。

・ソフト分 ６８，８８７千円

・ハード分 ２２，７５０千円

<まちづくり基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

まちづくり基金繰入金 決算額 ２６，７１７千円（３２，２７８千円）

まちづくりに資する事業の財源として積立した基金です。中頓別学園整備事業の学校教育

サポートや社会教育関連の委託業務経費に充てるため取り崩しました。

<未来を担うこどもの健全育成と教育の基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

未来を担うこどもの健全育成と教育の基金繰入

決算額 １６，６５２千円（１７，２３７千円）

次代を担うこども達の健やかな成長と教育の向上に資する事業の財源として積立した基金

です。英語教育に資する事業や森のこども園委託業務経費に充てるために取り崩しました。

<地方創生基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

地方創生基金繰入金 決算額 ３０，４０７千円（５０，５５５千円）

人口減少対策、地方創生を目的とした事業の財源として積立した基金です。醸造用ブドウ

栽培に要する設備の導入やミルクプラント運営等の経費に充てるため取り崩しました。
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<公共施設整備等基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

公共施設整備等基金繰入金 決算額 ６３，２３１千円（６７，６４１千円）

※（ ）うち、２，８８８千円は令和７年度への繰越明許費です。

公共施設の整備及び解体に要する経費の財源として積立した基金です。一般廃棄物処理で

使用するトラックスケールの更新や公営住宅の維持管理等に係る経費に充てるため取り崩し

ました。

<畜産振興基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

畜産振興基金繰入金 決算額 ４，９５０千円（４，９５０千円）

畜産振興に資する経費の財源として積立した基金です。牧草地更新を実施した酪農家に対

する補助金に充てるため取り崩しました。

<奨学金等償還支援基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

奨学金等償還支援基金繰入金 決算額 ６，４８２千円（６，４８６千円）

中頓別町内における就業を促進し、地域の担い手となる人材を確保するため、奨学金等の

償還支援を行い、若者の町外流出の抑制と町外からの流入と定住の促進を図ることを目的と

した施策に要する経費の財源として積立した基金です。奨学金の償還支援に充てるため取り

崩しました。

<森林環境譲与税基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

森林環境譲与税基金繰入金 決算額 １６，２５１千円（１９，１０８千円）

間伐や人材育成、担い手確保、木材利用の促進や普及啓発等の森林整備及びその促進に必

要な事業に要する経費の財源として積立した基金です。公共施設の木質化・木造化に向けた

検討や高性能林業機械導入に対する助成金等の経費に充てるため取り崩しました。

<財政調整基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

財政調整基金繰入金 決算額 ０千円（０千円）

災害対策、その他必要やむを得ない財政重要に応ずる財源として積立する基金です。令

和６年度の取り崩しはありませんでした。
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<地域公共交通維持活性化基金繰入金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

地域公共交通維持活性化基金繰入金

決算額 ０千円（１６，１０９千円）

町民が安心して利用することができる持続可能な公共交通の維持及び確保に向けた施策の

財源として積立する基金です。令和６年度の取り崩しはありませんでした。

繰越金

<繰越金>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

前年度繰越金 決算額 １４２，０７２千円（１４２，０７２千円）

前年度からの繰越金です。

諸収入

<延滞金>

（担当：総務課住民グループ）

延滞金 決算額 ０千円（１千円）

町税を納期限後に納める場合に、納期限の翌日から納める日までの期間の日数に応じ、一

定の割合で計算した額を町税と合わせて納めていただくものです。令和６年度は実績があり

ませんでした。

<預金利子>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

預金利子 決算額２５６千円（１０千円）

各金融機関へ預け入れしている定期預金の利子です。

<中小企業融資貸付金収入>

（担当：産業課商工労働・観光まちづくりグループ）

中小企業融資貸付金収入 決算額 ２０，０００千円（２０，０００千円）

中頓別町中小企業振興資金融資条例に基づき、令和６年度に町から金融機関に預託してい

た資金です。同条例では、町内中小企業の育成振興、経営の合理化を促進するため、金融機

関から町内中小企業へ有利な融資を行っています。
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<後期高齢者医療広域連合受託事業収入>

（担当：保健福祉課保健グループ）

後期高齢者医療広域連合受託事業収入

決算額 ８，４３３千円（１０，２０６千円）

後期高齢者医療広域連合から委託を受けて実施している事業に要する経費として支払われ

た収入です。

・後期高齢者健康診査事業委託料 ３０９千円

・後期高齢者歯科健康診査事業委託料 ２５千円

・保健・介護一体的実施推進事業委託料 ８，０９９千円

歯科診療所歯科検診受託事業収入

決算額 ６千円（０千円）

中頓別町立歯科診療所において実施した、中頓別町後期高齢者歯科健康診査の委託料とな

ります。

<介護保険サービス収入>

（担当：保健福祉課福祉グループ）

居宅介護予防サービス計画費収入 決算額 ８４２千円（６００千円）

介護予防支援事業所の介護支援専門員が要支援者の介護予防サービス計画（ケアプラン）

の作成に対する報酬として支払われた収入です。

<老人福祉施設介護収入>

（担当：養護老人ホーム長寿園総務グループ）

養護老人ホーム施設介護収入 決算額 ６０，４０５千円（６０，０４９千円）

養護老人ホーム施設入居者に対し施設利用料として保険者となる各市町村から支払われた

措置費収入です。

特定施設入所者生活介護収入 決算額 １９，７７０千円（１３，３１２千円）

養護老人ホーム施設入居者のうち、介護サービスの提供を受けた方から支払われた介護報

酬及び自己負担額による収入です。

一般施設入所者生活介護収入 決算額 １７０千円（０千円）

各種リース料（テレビ、冷蔵庫、ポット）等に係り支払われた収入です。

<雑入>

雑入 決算額 ２９，１７７千円（２６，６５３千円）

他の歳入科目に該当しない収入です。

・電気料 ６７千円

・学校健康会掛金 ３７千円

・重度心身障害者等高額療養費個人負担金 ２３１千円
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・公営住宅等し尿浄化槽委託料個人負担金 ６４千円

・生命保険団体取扱手数料 ７９千円

・こども園職員給食代 ３３９千円

・雇用保険個人負担分 ８９０千円

・農業者年金事務委託金 ２２７千円

・宝くじ交付金 １，７２８千円

・新年交礼会会費 ４５千円

・後期高齢者医療広域連合長寿・健康増進事業特別対策補助金 ５１２千円

・リサイクル売り渡し代金 １，８５６千円

・廃食油売渡代金 ５千円

・日本スポーツ振興センター共済掛金 ９千円

・草地畜産基盤整備事業参加者負担金 １，９１８千円

・印刷代 １０８千円

・コピー代 ５４千円

・地図代 １千円

・鍾乳洞ふれあい公園協力金 １０６千円

・著作権利用料 ２千円

・建物災害共済保険 ３９６千円

・再商品化合理化拠出金 ６千円

・郵便代 ３４千円

・狂犬病予防注射案内文書郵送料負担金 ２千円

・飲用乳等売上料 ２，２７９千円

・まちづくり・人づくり推進交付金 ４６１千円

・町史販売代金 １７千円

・地域づくり研修会助成金（社会教育推進事業） １００千円

・ライドシェアガソリン代 １８千円

・中頓別町受託事業に係る清算金 １，２４６千円

・精通者謝金 ５千円

・頭の検診個人負担金 ２４５千円

・ライドシェア保険料払い戻し金 ７千円

・地域公共交通浜頓別町負担金 １，４３０千円

・デマンドバス料金収入 ９１６千円

・地域生活サポート事業利用料 ２２千円

・デマンドバスフィーダー補助金 ３，５１４千円

・地域づくり研修会助成金（６次産業化推進事業） ２６４千円

・未来を創る子ども応援事業助成金（中頓別学園整備事業） ９８０千円

・地域づくり研修会助成金（中頓別学園整備事業） ３００千円
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・医師及び医療福祉技術者等養成助成返還金 ２，４００千円

・金属くず売渡代金 ８７０千円

・配食サービス委託金 ３００千円

・退職手当組合負担清算金 ３，２４０千円

・ワクチン生産体制等緊急整備基金助成金 １，３７８千円

・地域農産物販売収入 １２千円

・がん保険集金事務費 ７９千円

・生命共済保険推進交付金 ４１千円

・研修センター受講助成金 １０９千円

・人材育成等事業費助成金 ２００千円

・農地保有合理化事業等委託金 ６千円

・森林経営計画に係る証明手数料 １千円

・スノーフェスティバル協賛金 ２０千円

・公衆電話定額手数料返還金 １千円

<滞納繰越分>

公営住宅等し尿浄化槽委託料負担金滞納繰越分 決算額 ２９千円（０千円）

町債

<過疎対策事業債>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

過疎対策事業債 決算額 ５６３，９００千円（６１２，０００千円）

※うち、２６７，８００千円は、令和５年度からの繰越明許費です。

※（ ）のうち、４６，５００千円は、令和７年度への繰越明許費です。

過疎地域持続的発展市町村計画に基づき実施する事業の財源として発行しました。

・過疎地域持続的発展特別事業 ６０，８００千円

・消火栓移設事業 ３，７００千円

・医療機械器具購入事業 ５００千円

・特定環境保全公共下水道整備事業 ２１，８００千円

・草地整備型公共牧場整備事業 ５３，６００千円

・中頓別学園整備事業 ２５８，３００千円

・中頓別町コミュニティ施設整備事業 ３１，１００千円

・パッカー車購入事業 １２，０００千円

・２条仲通り線整備事業 １０，６００千円
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・ナースコール整備更新事業 ２，９００千円

・配水管布施替事業 ３００千円

・中頓別弥生線交付金事業 ５６，９００千円

・簡易水道等施設整備費国庫補助事業 ３９，０００千円

・認定こども園園庭整備事業 １２，４００千円

<辺地対策事業債>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

辺地対策事業債 決算額 ２４４，９００千円（２９３，４００千円）

※（ ）のうち、４７，７００千円は、令和７年度への繰越明許費です。

・秋田原野線交付金事業 ３１，３００千円

・森林管理道松麿線開設事業 ２１，１００千円

・橋梁長寿命化整備事業 １０，２００千円

・中頓別弥生線交付金事業 ６，３００千円

・簡易水道等施設整備費国庫補助事業 ４１，８００千円

・除雪機械整備事業 ４２，１００千円

・幹線林道弥生線改良事業 ２７，２００千円

・林業専用道上頓別開設事業 １７，１００千円

・中頓別町営牧場配水管布設替事業 １５，０００千円

・寿野外レクリエーション施設改修事業 ８，０００千円

・ピンネシリ温泉改修事業 ５，０００千円

・中頓別町営牧場電気牧柵整備事業 １９，８００千円

<臨時財政対策債>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

臨時財政対策債 決算額３，８１８千円（３，８１８千円）

地方交付税が財源不足額に満たなかったため、不足額の補填として発行しました。

<緊急自然災害防止対策事業債>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

緊急自然災害防止対策事業債 決算額 ２４，４００千円（２４，４００千円）

緊急自然災害防止対策事業計画において緊急に実施するべき事業として位置付けられた災

害発生予防及び災害拡大防止に係る事業の財源として発行しました。

・道路施設予防保全事業 ２３，６００千円

・普通河川補修事業 ８００千円
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<公共施設等適正管理推進事業債>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

公共施設等適正管理推進事業債 決算額 ３２，７００千円（３２，７００千円）

公共施設等総合管理計画に基づき実施する公共施設の維持管理・更新等に係る事業の財源

として発行しました。

・道路長寿命化事業 ３２，７００千円

<緊急浚渫推進事業債>

（担当：政策経営課政策経営グループ）

緊急浚渫推進事業債 決算額 ５，９００千円（５，９００千円）

当町に位置する普通河川について、早期の河道断面確保に努めるとともに、定期的な維持

管理が必要であるため、河川環境に配慮しつつ堆積土砂掘削を行い、河道のおける一連の目

標河道断面を確保する工事の財源として発行しました。

・普通河川浚渫事業 ５，９００千円

【 歳出 】

議会費

〈議会費〉

（担当：議会事務局）

議会事務事業 決算額 ４５，８８６千円（４６，１１５千円）

この経費は、主として議員の報酬、期末手当、定例会や臨時会、各委員会等の会議出席に

伴う費用弁償に使われるほか、町議会の活動状況を広く町民に周知し、議会に対する理解と

認識を深めてもらうための議会広報発行費用、議事録作成に係る会議録調製委託料、事務局

職員の人件費等に充てました。

●議員の報酬、期末手当、議員共済負担金・事務費 ２７，６１５千円

●定例会や臨時会、各委員会、研修や視察等の費用弁償 ８００千円

●議員公務災害補償組合負担金 ５５千円

■職員に関する経費

●事務局職員の給料、各種手当、共済組合負担金 １４，３２０千円

●事務局職員の普通旅費、協議会負担金 ３８４千円

●退職手当組合事前納付金、退職手当組合負担金 ５４６千円

●管内議長会各種負担金 ２９千円

■事務的経費

●議会だより印刷費 ９３５千円
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●議会だより配付料 ８千円

●車両燃料費、高速料金、駐車場代 ４７千円

●法令集追録代や議会関連雑誌定期購読代、消耗品代 ２５７千円

●会議録調製委託料 ８１１千円

■その他の経費

●議長交際費 ７９千円

【参 考】

総務費

〈一般管理費〉

（担当：総務課総務グループ）

儀式典礼事業 決算額 １１１千円（１２８千円）

自治記念式、神社祭、楢原民之助氏慰霊祭、新年交礼会等の行事に要する経費を執行しま

した。

行政改革事務事業 決算額 １５千円（４１千円）

行政改革推進委員会を開催し、職員給料、職員数のほか、公共事業費、実質公債費比率の

推移のほか、財政状況では特に、新しい学校づくり事業に伴う公債費の見込みを説明してい

ます。

自衛官募集事務事業 決算額 １７千円（１８千円）

国からの事務委託金を財源として、自衛官募集に係る事務を執行しました。

人事管理事務事業 決算額 ６３４，５８２千円（６４４，５６５千円）

特別職、一般職及び会計年度任用職員の給料支給のほか、共済事務や健康診断等の福利厚

生事務、職員の研修や進退に関する事務等、組織の内部管理事務のために要した経費です。

人事院勧告では約３０年ぶりとなる高水準のベースアップとなり、初任給引き上げのほか、

若年層を中心とする月例給の2.76％増、ボーナス0.1月増額などの改正を行いました。

職員数では新規採用者の確保が困難になっているため、社会人採用を行ってきています。

○宗谷管内町村議会議員年収比較 （令和６年７月１日現在）

町村名
順 議長 順 副議長 順 委員長 順 議員

（円） 位 （円） 位 （円） 位 （円）

中頓別町 ⑥ 3,612,500 ⑦ 2,904,450 ⑦ 2,745,500 ⑦ 2,586,550

管内平均 3,833,972 3,136,300 2,965,611 2,817,144

（順位は、宗谷管内８町１村中の順位）
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・職員数の増 長寿園町営化に伴う正職員３０名、会計年度任用職員２１名増

一般行政職（社会人）５名増

・職員数の減 一般行政職 １０名退職（定年１名、再任用２名、自己都合７名）

助産師、保健師、看護師、介護福祉士、ケアマネ等 ９名退職

町村会事務事業 決算額 ２，８０１千円（２，８０１千円）

町村で組織されている町村会では、中央要望や政策懇談会などの政務活動や、管内での職

員採用や職員研修を共同実施し、運営経費として構成する町村規模に応じて負担金を支出し

ています。

法制事務事業 決算額 ７，４００千円（７，４０１千円）

町例規の制定、改正の審査や例規システムの運用管理を委託しています。経常的な業務の

ほか、令和６年度では、アナログ規制の点検見直しに伴う町例規の洗い出しを業務委託を活

用して実施しました。

総務関連事務事業 決算額 ６，４９４千円（８，０２２千円）

特別職の出張旅費のほか、郵送料、図書追録等、総務課の一般的な事務を行うために必要

な経費を支出しました。

職員研修事業 決算額 ４，１９５千円（４，６４７千円）

採用となった新任の職員研修から中級職員研修、管理監督者研修を計画的に参加させるほ

か、法務研修などの専門研修や業務に必要となる技術的な講習を受講させ、職員の資質向上

を図っています。

令和６年度からは既存の研修のほか、℮ーラーニングの導入により、職員各自が自分のペース

でスキルを学べる体制を整備しました。

中頓別町奨学金等償還支援事業 決算額 ６，４８３千円（６，４８７千円）

中頓別町内への就業を促進し、地域の担い手をとなる人材を確保するため、町内事業所等

に就業中、或いは就業予定があり、町内に住所があるか定住をする見込みがある者に対し奨

学金の償還支援を行い、若者の町外流出の抑制と町外からの定住促進を図っています。

・奨学金返還支援助成 １２名（合計２，３８６，８７４円）

・奨学金一括償還貸付 １名（４，０９５，６２０円）

〈財政管理費〉

（担当：政策経営課政策経営グループ）

財政管理事業 決算額 ２，０３３千円（２，０８８千円）

財政状況ヒアリング等に係る旅費及び車両燃料費、また、口座振替手数料や窓口収納手数

料等を支出しました。

物品管理事業 決算額 ３，４８３千円（３，４８６千円）

職員が業務上必要な事務用品やコピー機・印刷機の保守に係る経費を支出しました。

財務会計管理事業 決算額 ２，３６３千円（２，３６４千円）

会計処理や財務情報の管理を行うための財務会計システムや起債情報の管理を行うための
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起債システムの保守に係る経費等を支出しました。

・財務会計システム保守業務委託料 ２，１５２千円

・起債管理システム更新業務委託料 ２１１千円

〈文書広報費〉

（担当：政策経営課政策経営グループ）

広報公聴事業 決算額 ５，０６９千円（５，１１０千円）

町民の暮らしに密着した情報や町の魅力を発信するための経費です。

・広報誌なかとんべつの発行

町が抱える様々な問題や課題、町で起きている出来事等をタイムリーにお知らせしました。

町民の情報に関するニーズをしっかりと捕捉し、特集等を中心に紙面の見直しを進めながら

内容の充実を図りました。

・広報なかとんべつ お知らせ版の発行

健康相談の日程や様々な行政の情報をお知らせ版として月２回を発行し、町民への情報提

供と周知を図りました。

・街頭放送の実施

町のお知らせや緊急放送等町内（市街地のみ）への周知手段として町内の街頭放送を運営

する中頓別町街頭放送協会に加盟しています。

・町政懇談会「町長がおじゃまします」の実施

町内の希望団体、希望自治会を対象とし、令和６年度は各課の様々な取り組みについて地

域住民への説明会を兼ねて行いました

〈財産管理費〉

（担当：建設課建設グループ）

町有財産維持管理事業 決算額 １１，２９１千円（１１，５９８千円）

・上駒旧農業高校職員住宅屋根葺替工事ほか １，３８９千円

・自治会館修繕補助金（３箇所） ７６５千円

・地籍管理データシステム更新委託 ６６０千円

・建物および自動車保険料 ６，１２３千円

役場庁舎維持管理事業 決算額 ８，４８１千円（８，６５３千円）

庁舎の電気料や電話料等、建物の維持管理に関する経費を支出しました。

・役場庁舎正面玄関修繕工事 １，３０７千円

・役場庁舎警備等管理委託 ２，４７５千円

・役場庁舎ストーブ購入 ２７３千円

建設設計業務支援事業 決算額 ５，２２５千円（８，１１３千円）

※（ ）のうち、２，８８８千円は令和７年度への繰越明許費です。

町有建物等の施設整備及び維持保全に係る技術支援業務に関する経費を支出しました。
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・維持保全工事等支援業務委託料 ５，２２５千円

〈企画費〉

（担当：政策経営課政策経営グループ）

いきいきふるさと推進事業 決算額 ３，１５７千円（４，４４９千円）

町内に転入された方へ、中頓別で生活する上で必要な情報の提供を行っています。

また、結婚や子育てに対しては祝金等の贈呈や支援を行い、地域が温かい気持ちで支えあ

うまちづくりを目指しています。

・転入支援事業 中頓別町生活情報誌の配布 ４７千円

なかとん牛乳引換券の配布 ３９千円

就職祝金 ５０千円

・就学支援事業 高等学校等通学家庭補助 ７００千円

・結婚支援事業 結婚祝金（夫婦１組３００，０００円） １，２００千円

・子育て支援事業 出生祝金 ８００千円

・第１子～第２子 １０万円（内５万円分商工会発行商品券）

・第３子以降 ３０万円（内５万円分商工会発行商品券）

絵本プレゼント（１歳児、１歳６ヶ月児、３歳児を対象に１人２冊

を乳幼児健診時に手渡し） ４７千円

紙オムツ、紙オムツ用ごみ袋 ２７４千円

企画総務事業 決算額 ２，２１０千円（２，３７８千円）

政策経営課の一般的な事務を行うために必要な経費です。

・旅費 １４６千円

職員旅費 １４６千円

・需用費 １７０千円

消耗品費 ２千円

車両燃料費 ９３千円

車両維持費（オイル交換ほか） ７５千円

・役務費 ２１千円

車検手数料 ３千円

自賠責保険料 １８千円

・負担金 １，８５８千円

宗谷本線活性化推進協議会 ２０千円

全国積雪寒冷地帯振興協議会 ２千円

全国山村振興連盟北海道支部 ４５千円

公益社団法人北海道国際交流・協力総合センター １０千円

令和６年度北方領土復帰期成会同盟負担金 １０千円

中頓別町入浴施設燃料費高騰対策事業補助金 １，７７０千円
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北海道自治体学会政策シンポジウム２０２４参加負担金 １千円

・公課費 １５千円

自動車重量税 １５千円

全国過疎地域自立促進連盟事業 決算額 １５６千円（１５６千円）

過疎地域における産業、経済の開発振興と地域住民の生活、文化の安定向上を図る、全国

過疎地域自立促進連盟と連携し、過疎地域対策の充実強化を図っています。

総合開発委員会事業 決算額 １９，１０９千円（１９，７０３千円）

令和４年度から第８期総合計画がスタートしました。この１０年間のまちづくりとなるキ

ャッチフレーズは「小さな中頓別(まち)のしあわせをデザインする」で、高齢者人口が近い

うちに減少する方向に転じ、人口減少がさらに進む時代です。

計画の推進管理のため毎年事務事業の評価作業と、総合開発委員会外部評価委員会によ

る評価会議を開催し、その内容について町ホームページで公表しました。

また、計画策定の段階でたくさんの町民の皆さんにご協力をいただいて策定した計画には、

町民アイデアである「７つのアクション」からなる７チームの個別状況に合わせながら、そ

のフォローアップ体制を構築（活動コーディネーターの配置等）して実現できるようにミー

ティングを重ね、各種活動となるプログラムを企画して町民参加型の意見交換会や、ワーク

ショップを実践してきました。取組み内容は、広報誌やＳＮＳ（インスタグラム）による周

知、情報発信を工夫を重ねながら（フリーペーパーを公共施設に設置）積極的に行いました。

さらに、教育環境の充実のために検討している義務教育学校と町民センター機能を一体化

する「人生１００年の学び舎」のうち、生涯学習センター機能を“ まちづくり ”とする視

点で運用体制の検討、「まちづくり」は「ひとづくり」と連動したシビックプライドの醸成、

人材育成など、子どもから大人までが集う学び場づくりに向けて検討を重ねました。

・委員会の開催（外部評価委員会・総合戦略推進委員会合同会議 ３回） ８７千円

・委員等旅費 ４千円

・地域おこし協力隊員経費 ４，１４６千円

・第８期総合計画フォローアップ業務委託料 ３，５４２千円

※チーム別プログラム・全体会議

全２２回開催 町民メンバー 延 ９４人参加（事務局含）

一般参加者 延１４３人参加

事務局打合せ 週１回実施

・まちづくり生涯学習センター運用支援業務委託料 １０，９８９千円

先進地視察（島根県益田市）

町民活動活性化に向けたヒアリング 延べ２９人参加

健康づくり町民活動サポート 全１４回 延べ８７人参加

・チーム活動消耗品、イベント周知チラシ作成ほか １１５千円

・ガスコンロバーナー等器機修繕料 ９０千円

・専用スマートフォン電話料 １２千円
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・外部サーバー使用料ほか ２１千円

・備品購入費（スマートフォン１台、乾湿両用掃除機１台） １０２千円

地方バス路線維持対策事業 決算額 ２，６２３千円（２，６２３千円）

平成元年度にＪＲ天北線が廃止され、代替バスの運行が開始し、これまで関連市町村で連

携を取り、対策協議会により様々な対策を検討してきました。

令和６年度においては、都市間バス天北号への補助を行いました。

・天北号維持確保対策補助金 ２，６２３千円

土地利用等規制対策事業 決算額 ２２千円（２２千円）

国土利用計画法に基づく規制、誘導や土地取引の届出事務に要する経費です。

地域づくり活動支援補助事業 決算額 １４０千円（１５０千円）

町民による地域特性や地域資源を活かした地域づくりを推進する活動に対して補助金を交

付することにより、地域振興と町民福祉の向上を図ることを目的としています。令和６年度

は１事業に対して補助を行いました。

・コミュニティでつくる子育てと自然体験事業 １４０千円

定住自立圏事業 決算額 ８千円（１４千円）

中心市宣言（定住自立圏構想推進要綱第４に規定）を行った「稚内市」「名寄市及び士別市」

と相互に役割を分担し連携しながら、定住に必要な都市機能及び生活機能を確保し、安心し

て暮らせる定住自立圏を形成することを目的として取り組んでいます。

・職員旅費 ０千円

・車両燃料費 ８千円

大崎上島町交流推進事業 決算額 １，６８９千円（１，８４５千円）

平成２年１０月に本町の開拓の始祖である樽原民之助氏の出身地である広島県東野町

（現大崎上島町）と姉妹町の縁を結び、町民同士の交流を行っております。

・実行委員会補助金 １，６８９千円

まちづくり団体支援事業 決算額 １４７千円（３００千円）

地域の振興や発展に向けたまちづくり活動を行う団体に対して支援を行いました。

・北海道日本ハムファイターズ中頓別後援会助成金 １４７千円

地域青年交流の場設定事業 決算額 ８３９千円（１，４３６千円）

地域の青年同士の交流機会を創出すべく、なかとんべつ青年交流事業実行委員会が主体と

なって異業種間交流を進めてきました。

令和６年度は地域での取り組みの先進事例を学ぶため、先進地視察として津別町を訪問し

ました。また、視察で得た知見を中頓別町にフィードバックするため、視察報告会を実施し

ました。

・なかとんべつ青年交流事業実行委員会補助金 ８３９千円
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ふるさと応援寄附事業 決算額 １２，６９５千円（１３，７８０千円）

中頓別町を応援していただける町外の個人及び企業・団体から広く寄附金を募り、これを

財源に環境保全や子どもの健全育成、中頓別町まち・ひと・しごと創生推進計画等の各種事

業に活かしています。

令和６年度は個人版ふるさと納税では２，１７３件、１９，２９１千円の寄附金をいただ

き、地域の特産品を返礼品として贈りました。企業版ふるさと納税では８件、４，２００千

円の寄附金をいただきました。

・ふるさと応援寄附返礼 ５，９０４千円

・送料 ２，９３５千円

・手数料（サイト利用料・決済手数料等） １，５６８千円

・委託料（サイト運営業務・発送手配業務等） ２，２８８千円

広域連携事業 決算額 ２１６千円（２２１千円）

東京都港区と宗谷町村会との連携事業を実施しており、みなと区民まつりへの出店やＰＲ

イベント等を実施することで、宗谷地域のブランド力向上を図っています。令和６年度は宗

谷イチ押しプロモーションに参加し、中頓別町をＰＲしました。

・普通旅費 ９９千円

・需用費 １０２千円

・役務費 １５千円

コモンズ形成事業 決算額 ５３，６１０千円（５３，９０７千円）

地方創生として、本プロジェクトの最終年の各種取組みを実践しました。

１つ目の「関係人口を交えたコモンズ形成」では、北海道大学（関係人口）と連携して、

町民を対象としたインタービューを実践いただき、まちづくりの考え方やライフヒストリー

を把握して、これらから中頓別らしい「共助」を考える基礎資料とするまとめを行いました。

２つ目の「“相談”機能の整備」では、移住された方のみならず町外在住の移住関心者も含

めて「困りごと」を包括・横断的にその解決に向けて必要なサポートをし、居場所、仕事、住

まいを提供することを目的として、中頓別町くらしとしごとの相談窓口の運用に努めています。

また、「くらし」に関連するテーマに焦点を当てて、個人の困りごとを町や地域の課題と捉

え、住民同士で話し合い、課題や将来の希望の共有を行い、実践へつなげることを目的として、

なかとん「くらし」座談会を実施しました。

３つ目の「“マッチング”機能の整備」では、全世代型ファミリーサポート事業の仕組みづ

くりのため、住民が相互に支援し合う共助の仕組みづくりとして「地域生活サポート事業」を

展開していくにあたって、「支え合いの仕組みづくり会議」を設置して、町民が暮らしと仕事

の面で「支え」「支えられる」仕組みづくりを実施しました。

共助の仕組みを推進する大きな柱としているライドシェアは８年を経過しました。移動手段

に困る町民へのサポートをするため、定期的に交通グループ会議を開催して、課題の共有や改

善等を図り推進しています。

しごとマッチング機能の促進のため、町内事業者の担い手を確保する①中頓別町無料職業紹
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介所の開設を起点に、令和４年４月から②中頓別町特定地域づくり事業協同組合の運用をスタ

ートしました。①、②を含めた情報を発信する③中頓別町くらしとしごとの相談窓口Ｗｅｂサ

イト運営に関して取組みました。

愛称を「モトマツダ」として試行運用をスタートした旧松田商店をまちなかにて集えるコミ

ュニティ施設として本格展開に向け、経年劣化による汚破損となっていた個所の改修工事を行

いリニューアルオープンをしました。１０月～３月における利用者は延べ１，０４８人でした。

・会計年度任用職員報酬等 ２，３１６千円

・職員旅費 ５６千円

・需用費 ７６４千円

モトマツダ電気代 ３３７千円

〃 上下水道代 ７０千円

〃 灯油代 ３２５千円

〃 ガス代 １７千円

〃 消耗品費（衛生用具ほか） １２千円

公用車燃料代 ３千円

・インターネット機器通信費 ３５８千円

ライドシェアタブレット通信費 ３１２千円

モトマツダＷｉ－Ｆｉ通信費 ４６千円

・ドライバー保険等 １０千円

・ドライバー運転録証明書発行手数料 １千円

・コモンズ形成事業支援業務委託料 １５，４５５千円

関係人口を交えたコモンズ形成業務 ４，００４千円

“相談”機能の整備業務 ５，７０９千円

“マッチング”機能の整備支援業務 ５，７２４千円

・町コミュニティ施設（モトマツダ）改修工事 ３４，６５０千円

地域公共交通事業 決算額 １６，８５３千円（１６，９６１千円）

令和５年９月末をもって路線バス天北宗谷岬線が廃止となり、令和５年８月からデマンド

バスの運行を開始しました。

デマンドバスの運行については、浜頓別町と２町で地域公共交通活性化協議会を立ち上げ、

自家用有償旅客運送として運行することに対して、地域や関係機関との合意形成を図り、路

線や時刻、料金等を協議しました。

・持続可能な公共交通維持確保に関する要望活動旅費 １３千円

・車両に係る消耗品費、修繕費等 １２３千円

・車両に係る定期点検等 ２５千円

・デマンドバス運行等管理業務委託料 １６，５００千円

・予約管理システム利用料等 １９２千円
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〈公平委員会費〉

（担当：総務課総務グループ）

公平委員会事務事業 決算額 ７千円（７千円）

地方公務員の経済的条件や身分の保障に関する権利が適切に守られるよう設置が義務付け

られている行政委員会で、宗谷管内の１０市町村と８一部事務組合が共同設置している宗谷

公平委員会に係る負担金を支出しています。

〈生活安全推進費〉

（担当：総務課住民グル―プ）

生活安全推進事業 決算額 ３，２６４千円（３，４６４千円）

生活安全事業は、「町民の生活の安全を守る」事業であり、交通安全・防犯活動及び消費生

活相談等、町民の日々の暮らしに密接した事業です。

交通事故防止に関しては、関係団体との連携強化のほか、町民の交通安全意識の高揚を図る

ため、街頭啓発や安全旗の設置、また、町内巡回パトロール等の活動を行っております。

交通安全対策を推進するための交通指導員は６名体制で街頭指導等を行っております。

また、防犯の観点から高齢者世帯や児童を不審者等から守る活動等が重要であるため、警察・

各ボランティア団体等と連携し、見守りや啓発活動等に取り組むとともに、教育委員会が主

催し、学校関係者等が参加する通学路安全推進会議の意向に沿って、防犯カメラの設置を取

り進め、現在計８台で子どもたちの通学時の安全に配慮しています。

また、新入学児童へのランドセルカバーやメトロ帽の贈呈を継続しております。

地域生活安全協会の活動は役員会及び総会を開催し、高齢者住宅訪問や交通安全新聞の発行、

交通事故慰霊祭の開催、こども安全パトロール隊やわんわんパトロール隊への支援を実施し

ました。消費者安全活動に関しては、特殊詐欺啓発活動や相談受付業務を実施しております。

自治組織運営支援事業 決算額 １，２０４千円（１，２０５千円）

自治会の育成指導、相互の連絡調整を図り、住民福祉の増進並びに地域振興発展に寄与す

ることを目的とする自治会連合会に対して補助金を交付しました。今後も住民の自主的な活

動となるように支援を行っていきます。

〈防災対策費〉

（担当：総務課総務グループ）

防災対策事業 決算額 ５，３４０千円（５，７１１千円）

町民の生命と財産を守るため、災害の対応に備えるほか、実際の災害発生時においては、

防災計画に基づき関係機関と連携のもと必要な対応活動を行います。

令和６年度では防災会議による地域防災計画の改定と防災活動報告、町職員向けの防災

訓練の実施、備蓄品の整備・管理（食品４，０００食分、ベッド３００台、毛布５００枚を

備蓄）、防災無線の保守点検、ゼンリン災害用地図システムの保守・更新を実施しています。
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〈バス転換関連施設維持管理費〉

（担当：建設課建設グループ）

天北線バス関連施設維持補修事業 決算額 ３，９４７千円（４，２８４千円）

バスターミナル等及び待合室の維持管理に係る経費を支出しました。

〈情報推進費〉

（担当：総務課総務グループ）

中頓別町電子自治体推進事業 決算額 ４２，０９９千円（４４，１０６千円）

老朽化した庁内システムの更新とＤＸ推進に関する事業として、庁内システムのサーバ増

強、セキュリティ強化、クラウドシステム導入による安定性向上と業務効率化を図ったほか、

住民向けにＬＩＮＥ公式アカウントによる情報発信や行政サービス提供、文字起こしシステ

ム、ノーコードアプリ開発による業務負担軽減、４３項目の電子申請導入による利便性向上

と業務効率化を行い、システム障害リスクの軽減、業務効率化、住民サービスの向上を図っ

ています。

〈税務総務費〉

（担当：総務課住民グループ）

税務事務事業 決算額 ４３，７６４千円（１１７，２６２千円）

※（ ）のうち、７３，４９８千円は令和７年度への繰越明許費です。

徴収の状況は下記のとおりであり、例年並みの徴収率を維持しています。過年度分に移行し

た諸税は公平・公正な賦課、徴収業務を進めるべく、翌年度に個別に納税相談等を実施してま

いります。

〈戸籍住民基本台帳費〉

（担当：総務課住民グループ）

戸籍事務事業 決算額 １１，２８５千円（１２，９９６千円）

※うち、６，１８２千円は令和５年度からの繰越明許費です。

戸籍法に基づき、戸籍・除籍・改製原戸籍の管理及び発行や住民に関する事務処理に要した

経費です。宗谷５町村で戸籍システムサーバ―を管理することで経費の節減と個人情報の安全

確保に努めております。

税目 現年度徴収率 過年度徴収率 全体徴収率 前年度比較

町民税 ９９．７％ ２２．２％ ９８．６％ △０．１％

固定資産税 ９９．１％ ４．９％ ９５．１％ １％

軽自動車税 ９７．９％ ２４．４％ ９６．６％ △１．７％

国民健康保険税 ９８．３％ １２．２％ ９４．９％ △１．４％
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住民事務事業 決算額 ２１，０７５千円(２１，１０１千円)

※うち、２，９８７千円は令和５年度からの繰越明許費です。

住民基本台帳法等に基づき、町民の居住環境の公証、選挙人名簿の登録その他住民に関す

る登録、証明事務に関する事務処理の基礎となるもので、住民に関する記録を正確かつ統一

的に行うシステムの保守管理業務を委託しています。

社会保障・税番号制度が始まり、個人番号カード（マイナンバーカード）交付のため、シ

ステム利用及び情報連携に必要な機器整備事業を委託しています。住民の作成支援を行いな

がら普及に努めております。

〈選挙管理委員会費〉

（担当：選挙管理委員会事務局）

選挙管理委員会事業 決算額 ８６３千円（８６３千円）

選挙管理委員会の運営にあたり、選挙管理委員報酬のほか、管理システムの運用経費を執

行しました。

〈在外選挙費〉

（担当：選挙管理委員会事務局）

在外選挙事業 決算額 ０千円（２千円）

在外選挙人の事務取扱はありませんでした。

〈衆議院議員選挙費〉

（担当：選挙管理委員会事務局）

衆議院議員選挙事業 決算額 ６，７１８千円（６，７８４千円）

令和６年１０月２７日執行の第５０回衆議院議員総選挙、第２６回最高裁判所裁判官国民

審査に係る経費を執行しました。最高裁判所裁判官国民審査の開票にあたっては、効率化を

図るため選挙委託金を活用し投票用紙選別機を導入しました。

〈統計調査総務費〉

（担当：政策経営課政策経営グループ）

統計調査業務事業 決算額 ２７５千円（２８６千円）

・学校基本調査 ８千円

文部科学省が毎年行う幼稚園から高校までの生徒数等の実態を把握する調査です。

５月１日を基準として、調査を行いました。

・経済センサス－調査区管理 ４千円

経済センサス活動調査を円滑に行うための基礎調査内容の修正等の事務に要した経費です。

・国勢調査調査区設定 ４２千円

経済センサス活動調査を円滑に行うための基礎調査内容の修正等の事務に要した経費です。
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・農林業センサス本調査 ２２１千円

農林業センサスは、農林業の生産構造や就業構造、農山村地域における土地資源等、農林

業・農山村の基本構造の実態とその変化を明らかにするため、５年ごとに行われる調査です。

〈監査委員費〉

（担当：監査委員会事務局）

監査委員事務事業 決算額 １，１５０千円（１，１６２千円）

この経費は、監査委員２名の報酬や監査業務に伴う費用弁償等に充てました｡

民生費

〈社会福祉総務費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

社会福祉協議会運営補助事業 決算額 ７，５０３千円（７，５０３千円）

社会福祉協議会の運営に係る経費の一部を助成します。主に社会福祉協議会の職員２名の

人件費です。

冬期生活支援事業 決算額 ３００千円（３００千円）

冬期間の積雪による安全を確保するため、６５歳以上の単身世帯又は高齢者世帯、障がい

者世帯に対しベランダ・屋根等の除雪等の経費の一部を助成します。令和６年度は１件申請

がありました。

地域支え合い見守り活動推進事業 決算額 ３９６千円（３９６千円）

社会福祉事業に要する要援護者システム運用のためのデータ更新に係る経費を支出しまし

た。

権利擁護事業 決算額 ７００千円（７００千円）

「なかとんべつサポートセンター」を社会福祉協議会に委託し、地域福祉の充実を図りま

した。

社会福祉総務事業 決算額 １９，５３３千円（２０，０２２千円）

各種委員会の報酬やその他社会福祉事業に要する経費を支出しました。

戦没者追悼平和祈念式開催事業 決算額 ４６千円（５４千円）

戦争によって亡くなった中頓別町の戦没者に対し、追悼の意を表し恒久平和への誓いを新

たにするため式典を実施しました。

民生委員協議会運営補助事業 決算額 １，５３６千円（１，７６０千円）

民生委員・児童委員で構成する中頓別町民生委員協議会に対し、その運営費の一部を補助

しました。

協議会は、各民生委員の担当地区における生活状態の把握、高齢者等の安否確認、保護の

指導、社会福祉事業施設や関係行政機関との連携等の任務の遂行と円滑な運営を図ることを
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目的としています。

地域自殺対策事業 決算額 ８９５千円（１，６５２千円）

誰もが自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、専門家による相談事業及び

こころの健康に係る教育事業として、講演会や啓発等を実施しました。

・こころの相談件数：６名、健康教育学習会、講演会等：５回

社会福祉法人資格養成助成事業 決算額 ５５千円（２１６千円）

社会福祉法人が実施する「社会福祉事業を行うための職員養成」に要する経費の一部を助

成しました。

・厚生園職員：１名

地域生活サポート事業 決算額 １１６千円（２５４千円）

高齢者等が地域で安心して暮らし続けられる環境づくりや支え合いのため、中頓別町地域

生活サポートセンターを設置し、介護又は家事等の援助を受けたい者と行いたい者の組織化

を図り、会員相互による活動の促進のため利用された方への助成を行いました。

・依頼件数：５２件、活動回数：１０５回

〈老人福祉費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ・養護老人ホーム長寿園総務グループ）

敬老会開催事業 決算額 １，１５７千円（１，３１５千円）

７５歳以上の高齢者（３７４人）を対象に町民センターで敬老会を開催し、喜寿の記念品

と敬老祝い品を贈呈しました。

高齢者事業団運営補助事業 決算額 ５００千円（５００千円）

高齢者事業団の運営に係る高齢者事業団開拓員活動事業に対し助成しました。

高齢者等スポーツレクリェーション大会開催事業 決算額 ０千円（７４千円）

町内に居住する高齢者及び障がい者の福祉活動の一環として開催していましたが、令和６

年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止しました。

除雪サービス事業 決算額 １，３５０千円（１，３５０千円）

一人暮らしのお年寄りや、お年寄りだけの世帯で、積雪による外出の不安や冬期間の生活

環境支援のために、除雪に係る労力を確保できないと認める世帯に対して、積雪時に玄関前

等住宅周辺の除雪を行いました。

この事業は、社会福祉協議会に委託して実施しています。

中頓別町入浴料助成事業 決算額 ８４９千円（１，１１６千円）

町内に住んでいる７０歳以上のお年寄りや障がい者等の憩いの場の提供と心身の健康増進

のため、ピンネシリ温泉と黄金湯の入浴券を１０１名に交付しました。利用者は延３，８４

４名でした。

老人クラブ連合会運営補助事業 決算額 ３１９千円（３１９千円）

老人クラブ連合会の運営に係る経費の一部を助成しました。
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養護老人ホーム入所事業 決算額 ５５，１２０千円（５７，０９６千円）

町内外の老人ホームに入所している方の入所費用を支出しています。入所者本人と扶養義

務者は所得に応じた費用負担があります。

８月１日現在の入所者数は、町内の施設（長寿園）に２４名、町外の施設に１名入所して

います。

老人福祉事業 決算額 １５，７７８千円（２７，０１６千円）

後期高齢者医療広域連合療養給付費市町村負担金等を支出しました。

療養給付費市町村負担金については、被保険者数及び給付費見込みを市町村ごとに算出し

ています。また、介護医療院へ入所される利用者に対し、利用者負担の軽減措置のため費用

の助成を行いました。

後期高齢者見舞金助成事業 決算額 ３，３３１千円（４，６９２千円）

後期高齢者に対し医療に要する経費の一部を助成することにより、医療費の負担を軽減し、

地域で安心して生活できるように後期高齢者の福祉の増進を図ります。

見舞金の額は医療機関等に支払った医療費等のうち月額２千円以内を助成するものです。

令和６年度は対象者数３９４名、申請件数は延１，８０７件でした。

病院患者送迎サービス事業 決算額 １，２２３千円（１，３１１千円）

高齢者者や通院が困難な方を市街地を除く町内全地域を対象に週３回行っている病院患者

送迎サービスの諸経費を支出しました。

令和６年度の利用者は５３名でした。

居宅介護支援事業所運営費助成事業 決算額 １，５００千円（１，５００千円）

令和２年度より社会福祉法人の居宅介護支援事業所を廃止し、新たに国保病院内に居宅介

護支援事業所を開設されたことに伴い運営費の一部を助成しました。

養護老人ホーム運営事業 決算額 ６０，０５０千円（６８，４６１千円）

令和６年度より、社会福祉法人から町に移管した、老人福祉施設運営事業です。令和６年

度より施設定員数を５０名から３０名に減少しています。また、特定施設入所者生活介護（外

部サービス型）の指定を受け、入所している要支援者・要介護者に対し、介護サービスの提

供を行っています。

〈国民年金費〉

（担当：総務課住民グループ）

国民年金事務事業 決算額 １１千円（１１千円）

法令に基づき、市町村が行わなければならない照会業務等に要した経費です。

〈障害者福祉費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

障害者医療費給付事業 決算額 ２，２０８千円（２，２４２千円）

身体に障がいがある方の身体的負担（人工透析や人工関節等）を軽減したりすることで、
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日常生活が容易になるように行われる医学的処置、薬剤、治療、材料等の給付を行う医療費

の一部を助成しました。令和６年度は３０４件に助成しました。

障害者総合支援給付事業 決算額 １０８，６３６千円（１１１，２８３千円）

障害者自立支援法の施行に伴い、障がい者の日常活動、居住系サービス、児童デイサービ

スといった障がい福祉サービス費の負担です。

現在、サービスを利用している方々は生活介護１３名、施設入所１０名、共同生活援助（グ

ループホーム）１１名、就労継続支援（Ｂ型）８名となっています。

障害者福祉事業 決算額 ０千円（９千円）

障がい者福祉事業に要する事務費等諸経費の支出を行うものです。令和６年度は実績があ

りませんでした。

地域生活支援事業 決算額 ５，４３９千円（６，２０９千円）

障がい者（児）が、安心して暮らすことのできる地域社会の実現、自立した日常生活又は

社会生活を営むことができることを目的として日常生活用具８件の給付、障がい者等を雇用

している２事業者（２事業場：対象就労者数４人）に助成金を交付しました。

〈重度心身障害者特別対策費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

重度心身障害者医療給付事業 決算額 ５，６５７千円（６，７８９千円）

心臓、腎臓、呼吸器、膀胱、直腸、小腸、免疫若しくは肝臓の機能障がいである１級から

３級の障がいに該当している方等の医療費の一部を助成しました。

〈地域福祉対策事業費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

緊急通報システム事業 決算額 ６７９千円（８５０千円）

ひとり暮らしのお年寄りや身体の不自由な方等の増え続ける独居世帯者の安心を確保する

ため、緊急通報システム端末の貸与を行いました。

令和６年度末現在、安全センター１１戸、健康づくり財団５戸の設置となっています。

福祉ハイヤー助成事業 決算額 ２，６１８千円（３，２４０千円）

重度肢体不自由者等、７０歳以上の高齢者（一部制限があります）の通院等が容易になる

ようにタクシーチケット（１枚５２０円）を支給します。交付枚数は重度肢体不自由者等及

び高齢者には年間４８枚、自家用車を所有している方の配偶者（７０歳以上）は年間２４枚

交付しました。また、年度途中での交付該当者は年間交付枚数を月割で交付しています。

令和６年度は１５８名の申請に対し６，８８８枚を交付し、利用枚数は４，４２６枚（利

用率は６４．３％）でした。
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〈介護福祉センター費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

介護福祉センター管理事業 決算額 ６，１５２千円（７，２５２千円）

介護福祉センター及び保健センターの光熱水費等、施設の維持管理に係る経費です。

〈次世代育成支援対策費〉

（担当：認定こども園）

次世代育成支援対策事業 決算額 ５２０千円（５４７千円）

未来を担う子ども達のため、地域に開かれた認定こども園として積極的に老人福祉施設や

お年寄りとの世代間交流を取り入れることで、豊かな人間性を身につけることを目的として

世代間交流を行ってきました。また、町内の子ども達の健やかな成長ぶりを見守り、小学校・

中学校・高校（町内在住の高校生）との交流をもつことによって、社会性や協調性を養うこ

とを目的として異年齢児交流会を行いました。

〈介護予防費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

介護予防事業 決算額 ５９８千円（６００千円）

介護保険法に基づき、介護予防支援サービス（予防ケアプランの作成、サービス事業者と

の連絡調整等）を行うための経費を支出しました。

〈低所得者支援等給付金事業〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

低所得者支援等給付金事業 決算額 １２，９２５千円（２５，９７７千円）

※（ ）のうち、１１，３２０千円は、令和７年度への繰越明許費です。

原油価格・物価高騰対策のため、令和６年度に新たに住民税非課税、住民税均等割のみ課

税となる世帯（こども加算含む）及び定額減税しきれないと見込まれる方を対象として給付

金を支給しました。

事業名 交流区分 内 容 参加人数

保育所地域活動事

業（世代間交流）

（異年齢児交流）

世/異 こども園花壇づくり ２０名

世/異 運動会 １３０名

世/異 パワーチャージパレード ７０名

世 地域参観日 ６９名

世/異 人形劇観劇 ７９名

異 夏休みボランティア体験 ７名

異 健康支援体操 ５８名

異 放課後交流 ２名
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〈子ども医療費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

子ども医療費助成事業 決算額 ４，９６９千円（５，０２８千円）

満１８歳までの子ども達に対し医療費の無料化を図り、疾病の早期診断と早期治療を促進

し、子ども達の保健の向上と福祉の増進、子育て世代家庭の経済的負担の軽減を図っていま

す。

〈児童措置費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

児童手当支給事業 決算額 １７，９６７千円（１８，３９８千円）

児童を養育している方に手当を支給することにより家庭における生活の安定に寄与すると

ともに、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上に資することを目的として以下

の基本額（月額）を支給しました。

○令和６年４月～令和６年９月（４ヶ月に１回支給）

・３歳未満 １５千円

・３歳から小学校終了前の第２子まで １０千円

・３歳から小学校終了前の第３子以降 １５千円

・中学校終了前 １０千円

・特例給付 ５千円

○令和６年１０月～令和７年３月（２ヶ月に１回支給）

・３歳未満 １５千円

・３歳から１８歳到達後の最初の年度末まで １０千円

・第３子以降 ３０千円

障がい児生活支援事業 決算額 １，２７１千円（１，３５８千円）

南宗谷子ども通園センター負担金を支出しました。

〈ひとり親家庭等児童特別対策費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

ひとり親家庭等医療給付事業 決算額 ９１千円（１０６千円）

ひとり親家庭等の健康の保持を図るため、医療費の一部を助成しました。

〈認定こども園費〉

（担当：認定こども園）

認定こども園事業 決算額 ２４，４４８千円（３０，５１５千円）

小学校就学前の子どもを対象とし、一人ひとりの子どもの状況や発達過程を踏まえ、地域

の実情に応じた創意工夫のある教育及び保育を一体的に提供してきました。また、乳幼児期

に必要な「脳」や「体」への刺激が園庭遊びによって多様に得られ、子どもの全体的な発達
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に大いに寄与できる園庭整備事業を進めています。令和４年度から令和６年度の３ヶ年で行

いました。令和６年度は園庭の整地及び一部の遊具設置を行いました。

・園庭整備工事 １２，４３０千円

〈地域子育て支援費〉

（担当：認定こども園）

地域子育て支援事業 決算額 ５６７千円（９１７千円）

すべての子育て家庭、妊産婦を対象に親子の集いの場の提供や子育てに関する情報提供及

び相談事業を行いました。

・講演会（年１回）

・講 座（年６回）

・遊びの広場（月１回～２回）

・自由開放日（月１４回程度）

・子育てサロン（月１回）

・子育て相談事業（随時）

〈放課後児童健全育成費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

放課後児童健全育成事業 決算額 ８，３１７千円（８，６０６千円）

就労等により、昼間保護者が家庭にいない小学生を対象として、家庭的機能の補完をしな

がら、学習及び運動等の場を提供することによって、一人ひとりが安心して楽しく過ごしな

がら、健やかで心豊かな子どもに成長するような健全育成を目指しました。

〈こども包括支援費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

子ども・子育て支援事業 決算額 ３，２０２千円（４，５１２千円）

地域の子育て支援の充実のための事業で、出生時の体重が２，０００ｇ以下又は身体の発

育が未熟のまま出生した子どもで、指定医療機関へ入院し、養育を行う必要のある子どもに

対して医療費の一部を助成するものとなりますが、令和６年度は対象者はいませんでした。

また、子ども・子育て支援法第 61条において、市町村は、国が示す基本指針に即した子ども・

子育て支援事業計画を定めるものとされており、本町では令和７年度を始期とする第三期の

計画を策定しました。

ファミリーサポートセンター事業 決算額 １，３４０千円（１，７２５千円）

育児の援助を行いたい者と育児の援助を受けたい者からなる事業であり、会員相互の活動

に関する連絡調整を実施しました。

妊産婦安心出産支援事業 決算額 １７２千円（８４３千円）

安心して子育てができる環境を整備し、妊産婦の健康診査や出産に係る交通費等の助成を
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しました。

子育て世代包括支援センター事業 決算額 １，５３９千円（２，５７３千円）

愛称を「なかとんネウボラ」とし、助産師・保健師による地域の特性に応じた妊産期から

子育て期にわたるまでの切れ目のない支援を行いました。助産師を正職員採用し、のびのび

ルームにのびのび支援員を配置する等、子育ての支援体制の強化を進めました。また、子ど

もの誕生を町ぐるみで祝い、町が手作りの椅子をプレゼントするという「君の椅子」プロジ

ェクトの講演会を開催、参加者からの要望が多かったこともあり、プロジェクトに参加する

運びとなりました。

○「君の椅子」プロジェクト関連費用

・君の椅子広域連携実行委員会負担金 ２５０千円

・君の椅子贈呈用（６脚） ３００千円

〈こどもセンター費〉

（担当：保健福祉課福祉グループ）

こどもセンター事業 決算額 ７２８千円（９８０千円）

学校の放課後や夏休み等の長期休暇中、障がいのあるなしに関わらず児童の居場所づくり

を行い、健全な遊びを通して子どもの心身の健康を増進し、子どもたちの能力の発達を援助

してきました。

衛生費

〈予防費〉

（担当：保健福祉課保健グループ）

感染症予防事業 決算額 ８４千円（１１４千円）

北海道エキノコックス症対策実施要領に基づくエキノコックス検診を行い、早期発見・早

期治療のための諸対策を講じました。従来行ってきた６５歳以上の結核検診は肺がん検診と

して実施しました。エキノコックス検診は小学３年生以上の方を対象に実施し、小学３年生

及び中学２年生に個別案内を行い８名が受診しました。

保健予防事業 決算額 ４，４２７千円（４，８０８千円）

保健予防全体に係わる事業（会議・研修・車両維持・システムの更新等）を円滑に推進し

ました。

○システム保守委託料

・健康管理システム保守委託 １，９２６千円

○システム改修委託料

・健康管理システム改修業務委託 ４４４千円
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予防接種事業 決算額 ５，７８１千円（６，２２２千円）

予防接種法に基づき、定期の予防接種（ＢＣＧ、不活化ポリオ、二種混合、四種混合、麻

しん風しん、ヒブ、小児用肺炎球菌、水痘、６５歳以上の方のインフルエンザ、６５歳以上

の肺炎球菌（定期対象者））、日本脳炎、Ｂ型肝炎、ヒトパピローマウイルスワクチンを医療

機関に委託し実施しました。また、任意の予防接種（６５歳未満の方のインフルエンザ、６

５歳以上の方の肺炎球菌（定期対象以外））を受ける方に費用の一部を助成しました。成人男

性を対象とした風疹対策事業を行いました。

新型コロナウイルスワクチン接種事業

決算額 ４，１４４千円（４，４１６千円）

新型コロナウイルス感染症に係るワクチンについては、特例臨時接種が令和５年度で終了

し、令和６年度以降は季節性インフルエンザと同様のＢ類疾病の定期接種と位置づけられま

した。定期、任意接種とも希望者全員がワクチンを接種できる体制を整備しました。また、

コールセンターの設置を継続し、個別の相談にも対応しました。

〈母子衛生費〉

（担当：保健福祉課保健グループ）

母子健康相談健康教育事業 決算額 ８２千円（１２４千円）

妊婦・乳幼児の健康相談、栄養相談、健康教育事業を実施し、安心して子どもを生み育て

ることができるように支援しました。

母子健診事業 決算額 １，７８７千円（２，２３１千円）

母性と乳幼児の健康の保持増進を図ることを目的として、妊産婦の健康診査及び交通費等

に対する助成、乳児健診、１歳６ヶ月児健診、３歳児健診を行いました。さらに精密検査が

必要な方には費用の一部を助成しました。新生児聴覚検査、産後ケア事業にかかる費用を助

成しました。

母子歯科保健事業 決算額 １８１千円（２０８千円）

乳幼児等の虫歯予防のため、歯科医師による健診、歯科衛生士によるフッ素塗布・歯科指

導、保健師・栄養士による相談等を３回実施し、延べ７８名の利用がありました。

不妊治療費助成事業 決算額 １５９千円（２８４千円）

不妊治療により妊娠を希望されるご夫婦の経済的負担を軽減することを目的として、治療

に係る医療費及び交通費について助成する制度で、令和６年度は１件の申請があり助成しま

した。

出産・子育て応援事業 決算額 ４５０千円（１，６８８千円）

※（ ）のうち、１，１８８千円は、令和７年度への繰越明許費です。

妊娠の届出や出生の届出を行った妊婦・子育て世帯等に対し、出産育児関連用品の購入費

助成や子育て支援サービスの利用負担軽減を図ることを目的として、出産・子育て応援給付

金を対象者９名に支給しました。
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〈環境衛生費〉

（担当：総務課住民グループ）

環境衛生事業 決算額 １２３，０２７千円（１３９，５９８千円）

※（ ）のうち、１２，３２２千円は令和７年度への繰越明許費です。

廃棄物の処理量は人口減少に伴い、減少傾向な状況にありますが近年家屋解体に伴う一般

廃棄物が増加しております。分別に係る苦情もありますが、都度 確認を行い、指導や旬報に

よる周知を行ってきております。ごみの減量化に向けたなかとんリユースは、希望者がなく

実施実績はありませんが、制度として継続していく必要があると考え、また、小型家電及び

古着のリサイクル品の受入れも継続して実施しております。

鳥獣捕獲に係り鳥類の処理件数は６件、その他要望・苦情処理が１４件、ハチ駆除は１２

件でした。

狂犬病予防注射は６７頭実施しております。また、不法投棄、野外焼却は０件でありまし

た。公衆浴場補助金は例年のどおりに継続しており、合併浄化槽の設置はありませんでした。

環境保全活動推進事業 決算額 １，７４４千円（１，７５７千円）

クリーン作戦に関しては２９団体、延べ３９０名のご協力のもと行うことができました。

特定外来生物であるオオハンゴンソウの防除はアクションプランを策定しており住宅付近の

防除を実施しています。

淡水魚の生息調査に関してはガイドサービスＴＥＫＵＴＥＫＵに委託して実施しておりま

す。令和６年度は頓別川水系の現状を知ってもらうため、自然学校付近の川沿いで釣り体験

を行い生息状況学習会を実施しました。地球温暖化対策としては電気自動車（ＥＶ車）への

充電設備を設置しており、役場庁舎太陽光発電システムと連動した運用を行っております。

〈墓地火葬場費〉

（担当：総務課住民グループ）

墓地火葬場維持管理事業 決算額 ２，１２８千円（２，４２５千円）

町内に設置されている５ヶ所の墓地と火葬場１ヶ所の維持管理に要した経費であります。

〈病院費〉

（担当：政策経営課政策経営グループ・保健福祉課保健グループ）

国民健康保険病院事業運営補助事業

決算額 ２９２，９７３千円（２９５，７４８千円）

中頓別町国民健康保険病院の運営に対する補助金を支出しました。

第２次救急医療事業 決算額 １，２７４千円（１，２７４千円）

中心都市宣言（定住自立圏構想推進要綱第４に規定）を行った「名寄市及び士別市」との

相互に役割を分担し連携しながら取り組む、上川北部地域広域第２次救急医療事業に係る経

費です。
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〈診療所費〉

（担当：保健福祉課保健グループ）

歯科診療所運営事業 決算額 ８，７４５千円（９，００８千円）

歯科診療所の施設整備及び備品修繕を行い、充実した地域の歯科保健、歯科診療ができる

ように支援しました。

〈地域保健対策費〉

（担当：保健福祉課保健グループ）

地区組織活動事業 決算額 ２８８千円（４２６千円）

各地区から選ばれた保健推進員とともに健康づくりに取り組みました。

１年間の保健事業を掲載した健康カレンダーを全戸配布しました。

〈健康増進費〉

（担当：保健福祉課保健グループ）

がん検診事業 決算額 １，８２０千円（１，８４１千円）

各がん検診（胃がん、肺がん、大腸がん、前立腺がん、子宮がん、乳がん）を実施し、が

ん患者を早期発見・早期治療に結びつくように援助しました。

乳がん検診・子宮頸がん検診については特定の年齢の方に検診の個別勧奨を行うとともに、

検診を無料で受けられるクーポン券を発行しました。

各種がん検診の受診者数は胃がん検診４３名、肺がん検診６９名、大腸がん検診６７名、

子宮頸がん検診３９名、乳がん検診４５名でした。

健康教育事業 決算額 １，２７１千円（１，３３０千円）

各地区等での健康相談や健康教室等を通して、より健康的な生活が継続できるように支援

を行いました。健康増進法に基づく４０～６４歳の健康教育は５５回（２２０名）の参加が

ありました。健康相談は２１回（６０名）の参加がありました。その他、保健師、栄養士は

随時家庭訪問を行いました。

健康診査事業 決算額 ５１３千円（５７１千円）

健康増進法に基づく健康増進事業（骨粗鬆症検診、肝炎ウイルス検診）のほか、同法施行

規則に定める健康診査及び保健指導（医療保険者が行う特定健診等の対象以外の方）を実施

しました。個別の健診結果をもとに生活習慣病予防や改善に向けた支援を行いました。

歯科保健事業 決算額 ６６１千円（６７０千円）

８０歳で２０本の歯を保つことでさらに豊かな生活ができるように生涯を通した歯の健康

づくりを推進します。特定健診等とあわせて８０２０さわやか健診を行いました。幼児・児

童・生徒にブラッシング指導を行い、虫歯予防ができるように支援しました。

健康増進事務事業 決算額 ７２千円（２４９千円）

健康増進法に基づく事業（会議・研修・車両維持等）を円滑に推進しました。
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後期高齢保健事業 決算額 １，２３２千円（１，４０１千円）

後期高齢者医療保険に加入されている方の糖尿病等生活習慣病の重症化予防と心身の機能

の低下予防のため、健康診査・保健指導・健康教育等を行いました。医療受診者訪問事業や

歯科健康診査等の新たな取り組みも継続して行っています。

〈上下水道費〉

（担当：政策経営課政策経営グループ）

水道事業運営補助事業 決算額 １０２，３３１千円（１１５，７４１千円）

中頓別町水道事業に対する補助金を支出しました。

労働費

〈労働諸費〉

（担当：産業課商工労働・観光まちづくりグループ）

稚内雇用対策協議会関係事業 決算額 ５９千円（６６千円）

雇用対策に係る諸会議への参加や通年雇用化に向けた助成事業等を推進する稚内地方通年

雇用促進協議会に加入し、雇用対策の円滑な推進を図りました。

・稚内地方通年雇用促進協議会負担金 ５８千円

くらしとしごとの相談窓口事業 決算額 ８，６３５千円（９，０８６千円）

移住検討者に向けた情報発信や移住関連の問い合わせにワンストップで対応する事業です。

加えて、自治体版ハローワークや特定地域づくり事業協同組合の運営を実施しています。特

定地域づくり事業協同組合の運営に関わる事務を担当する会計年度任用職員の報酬や職員手

当等、特定地域づくり事業協同組合運営助成金を支出しました。

・報酬 １，７１１千円

・職員手当等 ６１２千円

・特定地域づくり事業協同組合運営助成金 ６，２９６千円

農林水産業費

〈農業委員会費〉

（担当：農業委員会事務局）

農業委員会活動促進事業 決算額 ２，１１０千円（２，１４０千円）

農業委員会等に関する法律に規定する事項に係る法令事務及び中頓別町農業委員会に対す

る事務委任に関する規則に基づく事務（農地の所有権移転・賃貸借や転用等）の執行を行い

ました。また、広報活動やホームページを通じて農業委員会の情報提供を行うとともに、農
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業者の意見を聞きながら事務を進めました。

■委員に関する経費

●委員の報酬 １，６３８千円

●総会や研修会等の費用弁償 ３３１千円

■事務的経費

●書籍購入費、車両燃料代 ２１千円

●タブレット端末に要する経費 １９千円

●北海道農業会議への負担金 １００千円

【参考】

・総会開催回数 ５回

・農地等流動化実績 所有権移転 ８件（７８筆）

賃貸借 １４件（２００筆）

合計３０６．６７ｈａ

機構集積支援事業 決算額 ２２９千円（２４５千円）

農地パトロール時における農地の利用状況調査や耕作放棄地全体調査を通じて遊休農地や

耕作放棄地の防止・解消を図りました。

■事務的経費：調査図面制作消耗品等 ２２８千円

農業担い手対策事業 決算額 ３０千円（３０千円）

農業経営の継続を促進するため、宗谷農村パートナー対策協議会が開催するイベントへの

参加呼びかけを行いましたが、残念ながら参加者がいませんでした。今後も農業後継者や経

営者に対してパートナーとの出会いの場の情報提供や交流会等の取り組みを進めて参ります。

■事務的経費：農村パートナー対策負担金 ３０千円

〈農業振興費〉

（担当：産業課産業グループ）

中頓別町農業体験交流施設（食彩工房「もうもう」、体験農園「オガル」）

管理運営事業 決算額 ７，７９６千円（７，７９６千円）

中頓別町農業体験交流施設の施設管理運営費です。

○中頓別町農業体験交流施設指定管理料 ７，７３９千円

○中頓別町農業体験交流施設修繕料 ５６千円

認定農業者支援事業 決算額 ９千円（９千円）

本町農業の中核的な担い手として経営規模の拡大や集約化、複合化等によって、魅力ある

経営実践を目指す意欲ある農業者を「認定農業者」として町長が認定し、設備投資等の資金

借り入れに対する利子補給等の支援を行いました。

○農業経営基盤強化資金利子助成事業

法律に基づいて、積極的な経営を展開する認定農業者が借り入れた「農業経営基盤強化

資金（通称：Ｌ資金）」に対する利子の助成を行いました。
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農業振興事業 決算額 ６，６５１千円（６，８３６千円）

農業行政の推進のため、農用地区域の管理、農業振興地域整備計画の策定・管理、農業担

い手対策の推進、農業関係制度資金等に係る事業を実施しました。

中山間地域等直接支払交付金交付事業

決算額 ３９，１５９千円（３９，１８４千円）

農業者が現在耕作している農地の面積に応じて、農業者が主体となり組織された中山間地

域等直接支払制度推進協議会に対して国費・道費・町費より交付金を交付しました。

中頓別町農業担い手育成事業 決算額 ８４０千円（９５７千円）

本町で新たに就農された経営者に対する支援等を行ったほか、本町での新規就農を希望す

る酪農研修生の受入れに対して支援を行いました。

多面的機能支払事業 決算額 ３，５３０千円（３，５３０千円）

農業者が現在耕作している草地・畑の面積に応じて、農業者が主体となり組織された推進

協議会に対して国費・道費・町費より交付金が交付され、農業・農村の有する多面的機能の

維持・発揮を図るための地域の共同活動に支援を行い、農用地、水路、農道等の地域資源の

保全管理を図りました。

６次産業化推進事業 決算額 ９，８１７千円（１０，１５３千円）

平成２８年度から製造を開始している『なかとん牛乳』の提供農場に対する協力金や平成

２９年度より試験栽培を開始した醸造用ぶどうの苗木や栽培資材等の購入、栽培管理に係る

業務委託等を行い、本町の新たな特産品の開発に向けた取り組みを行いました。

酪農振興支援事業 決算額 １，０００千円（１，０００千円）

町内の酪農家戸数は年々減少を続けており、地域の生産力も減少している状況にあること

から、乳牛の飼養施設等の整備・改修等に対して助成を行い、個々の生産力の向上を図るこ

とを目的とした事業で、令和６年度では経営継承祝い金として１件の助成を行いました。

ミルクプラント運営事業 決算額 １０，０７９千円（１１，４２６千円）

平成２８年度より製造を開始した『なかとん牛乳』の製造等に係る経費で、作業員の人件

費や生乳等の原材料費等の経費を支出しています。なお、『なかとん牛乳』は町内商店での販

売を主体に、札幌市での販売のほか、学校給食への提供やふるさと納税の返礼品として活用

しています。

○ミルクプラント運営業務委託料 ９，１００千円

○ミルクプラント車庫移設工事 ９７９千円

〈畜産業費〉

（担当：産業課産業グループ）

各種制度資金利子補給事業 決算額 ２８４千円（２８５千円）

酪農経営において累増した負債により、経営悪化が余儀なくされている農家に対して積極

的に農業経営の改善を図ろうとする者が必要とする資金の借り入れに対し生ずる利子の一部

を負担軽減措置として利子補給を行いました。
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循環農業支援センター管理事業 決算額 ４，８４０千円（４，８８５千円）

当該施設を利用組合に無償貸付していますが、施設管理上最低限必要な経費（設備機械の

維持管理費用や作業車両の定期点検費等）及び施設・設備機械の修繕費を負担しました。

・作業車両修繕料 １，０６８千円

・機械設備等定期点検費 ２，３０５千円

・設備等修繕費 １，２０３千円

地域交流事業 決算額 ２００千円（２００千円）

農業者と地域の消費者との交流を図り、酪農畜産業への理解を深めることを目的として開

催された『中頓別町酪農祭』に対して開催経費の助成を行いました。

畜産振興事業 決算額 ５，０２１千円（５，１３０千円）

畜産行政の振興を図るため、畜産関係計画の策定及び管理、家畜衛生対策、家畜糞尿等畜

産環境対策に要する業務を執り行いました。

中頓別町営牧場運営事業 決算額 ４４，６０２千円（４４，６１２千円）

乳用牛の育成部門における飼養労働力の軽減と適期受胎による生産性の向上を図るため適

正な運営を行いました。

○町営（弥生・神崎）牧場運営業務委託事業

・利 用 料 １頭１日あたり２００円

・受託期間 ５月下旬から１０月中旬

・管理運営業務委託料 ９，７３５千円

・水道給水管移設工事 １５，０６７千円

・電気牧柵設置工事 １９，８００千円

中頓別町乳牛検定組合運営事業 決算額 ４５０千円（４５０千円）

乳牛の資質向上と経営の合理化を推進するため乳牛群の能力検定を実施し、生産性の向上

等酪農経営の体質強化を図ることを目的として活動している団体の運営費の一部を補助しま

した。

中頓別町酪農ヘルパー利用組合運営事業

決算額 ５，０００千円（５，０００千円）

酪農家の家族の休養・研修・旅行等での完全休日の取得の推進と経営者及び家族の疾病時

の緊急対策としてのヘルパー制度の活用等により、経営の安定と生活の向上に資するための

事業に対し組合運営費の一部を補助しました。

乳牛共進会関連事業 決算額 １５０千円（１５０千円）

乳牛改良の経過や今後の方向性について比較検討を行うために開催される乳牛共進会です

が、令和６年度は地域から選抜された乳用牛が道北共進会へ出場し、その中で上位入賞を果

たした町内の乳用牛が全道共進会へと出場したことから、出場に係る経費の一部を助成しま

した。
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草地整備型公共牧場整備事業

決算額 ５５，６１８千円（５７，２６４千円）

飼料基盤の整備による酪農経営の安定化の推進と併せて、公共牧場の機能強化として哺育

育成預託施設の整備を進めました。

令和６年度実施状況

・事業実施内容 草地整備改良４３．８ｈａ、乳用育成牛預託育成施設（看視舎、集草庫）

〈有害鳥獣対策費〉

（担当：産業課産業グループ）

有害鳥獣対策事業 決算額 ２２，６８３千円（２３，４２１千円）

傷病等野生鳥獣の保護収容等に係る取扱い指針に基づき、野外で負傷・疾病した野生鳥獣

の保護・収容及びへい死体の処理を行うほか、野生鳥獣による農林業・生活環境被害の緩和

及び防止のため、関連機関と協力して駆除等を実施しました。エゾシカについては８３４頭

を駆除したほか、近年出没が増加傾向にあり、全道的にも人畜への被害が懸念されているヒ

グマについては４頭を捕獲し、主に有害鳥獣等処理施設において減容化処理しました。

また、狩猟者の高齢化や減少が危惧されていることから、新たに猟銃免状を取得された捕

獲従事者に対しての支援など若手狩猟者の育成支援を行いました。

・有害鳥獣報償費（エゾシカ８３４頭、熊４頭） １０，８２２千円

・有害鳥獣捕獲業務等委託料 ５６４千円

・有害鳥獣回収処理業務委託料 ２，３７０千円

・有害鳥獣等処理施設管理委託料 ８，４０６千円

・猟銃免状取得補助金（２名分） ２１９千円

・備品購入費（アライグマ用はこ罠４台） １１３千円

・その他（消耗品、燃料費、旅費等） １８９千円

〈農業者年金費〉

（担当：農業委員会事務局）

農業者年金委託事務事業 決算額 ３０千円（５１千円）

農業者の老後生活の安定を図るため、農業者年金基金からの委託事務として農業者年金へ

の加入促進、受給者への支給手続き等の業務を実施しました。

■事務的経費：郵便料等 ３０千円

【参 考】令和６年度末現在

・受給権者数 １００人、待機者数 ２２人

・新規加入者数 ０人
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〈林業振興費〉

（担当：産業課産業グループ）

森林管理事業 決算額 １１，０９２千円（１１，１４１千円）

町有林の森林保険料等の管理経費及び民有林の伐採届、森林火災予防の対策費等に要する

経費の支出、また、その他に旧鉄道林において立木の枯損や腐朽等が見受けられた敏音知･

小頓別地区の皆伐工事を行いました。

○皆伐工事 敏音知･小頓別地区 事業費 ８，３３０千円 事業量 ２．８５ｈａ

森林環境保全直接支援事業 決算額 １８，１５０千円（１８，１５０千円）

森林の有する多面的な機能の持続性な発揮を図ることを目的として、町有林の育成のため

に各種事業（下刈り、間伐、造林、更新伐）を実施しました。

○下刈事業 弥生・上駒・神崎地区 事業量 ２３．６０ｈａ

・事業費 ３，３００千円（補助金２，２８２千円）

○間伐事業 栄地区 事業量 ９．８０ｈａ

・事業費 ３，５２０千円（補助金２，３９３千円）

○造林事業 敏音知・小頓別地区 事業量 ２．１６ｈａ

・事業費 ２，２００千円（補助金１，５２０千円）

○更新伐事業 豊泉地区 事業量 １３．１１ｈａ

・事業費 ９，１３０千円

＜用語の解説＞

下刈：植栽木周辺の、雑草（笹・草等）の除去を行う。(標準：植栽後９年間）

間伐：適正な密度で森林を管理するため、利用できる大きさに達した立木を間引くため

の伐採を行う。（標準：林齢３０年生以降 間伐実施樹種：トドマツ）

造林：無立木地（原野）の解消を図るため植栽を行う。

更新伐：主に天然林の更新を目的とした施業、持続可能な形で木材の収穫を目指す。

森林保護事業 決算額 ２３２千円（２３３千円）

町有林の保護及び育成を目的として、幼齢林の野ねずみによる被害の未然防止のため植栽

後９年間の林小班への野ねずみ駆除剤（リンカＳ１）の空中散布を実施しました。

中頓別町民有林森林整備振興事業 決算額 １，９７２千円（１，９７２千円）

町内における民有林森林整備事業の推進を円滑に進めるために要する経費の一部を助成し、

伐採跡地等の荒廃を防ぎ、森林の健全な育成を行うことにより森林の公益的機能の向上及び

林業の振興が図られました。

・造林Ａ＝１８．３２ｈａ、下刈Ａ＝１６２．４１ｈａ

豊かな森づくり推進事業 決算額 ４，８９６千円（４，８９６千円）

本町内に所有する民有林について、森林としての機能の活性化を図るとともに、森林資源

の充実、森林の有する公益的機能の高度発揮を目的として、造林の標準経費（実行経費）に

対して町が１００分の２６を補助しました。
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森林整備担い手対策推進事業 決算額 ４５千円（４５千円）

森林労働者の就労の長期化、安定化を促進し、林業労働力の確保に資するため、森林作業

員、事業主、町及び道が一定の掛け金を負担し、就業日数が１４０日以上ある森林作業員に

奨励金を支給するものです。令和６年度は２名分を負担しました。

森林整備・林業振興事業 決算額 １６，２５２千円（１９，１０８千円）

温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止等を図るため、森林環境譲与税を活用し、間

伐・除伐や人材育成・担い手の確保対策、木材利用の促進や普及啓発等、森林整備及びその

促進に関する施策を推進しました。

〇森林整備促進対策 ４１７千円

私有林等整備のため冬期間の森林調査及び検査を行うためスノーシューを購入。

北の森づくり専門学院生の就学支援など本道の林業・木材生産の時代を担う人材の育成

を目的に設立された北海道林業・木材産業人材育成支援協議会及びスマート林業推進を目

的としてスマートＥＺＯモデル構築協議会に賛助会員として活動を支援しました。その他

林務担当者の研修旅費に支出を行いました。

・中頓別町私有林等整備事業 ６３千円

・森林担い手育成対策 ３５４千円

〇森林経営管理推進対策 ０千円

森林経営管理制度による私有林人工林の森林所有者に対し、自らによる経営管理の意向

確認を行い、所有者に対する経営管理への支援を行うもので、今年度については対象者の

照査のみだった事から経費が必要となりませんでした。

〇林業・木材産業成長産業化促進対策 １５，７９０千円

役場庁舎町民ホールの木質化に向け本格的に家具等の製作を実施。椅子張替１６脚、パ

ーテーション４台、相談カウンター９台、グラフィックボード３枚、荷物台２台、出納ス

クリーン１式、町長副町長サイン、吊りサイン５個、卓上サイン１か所、ピクチャーレー

ル施工１式を製作しました。

また、本町から産出される木材を活用して、学校建設の一部に利用することにより、生

徒や先生等に森林整備の大切さや地元材の利用推進の理解を深めてもらい、木育も含めて

学校教育への理解の醸成を図る目的として、本年度は使用木材の伐採搬出・製材、乾燥を

進めるため準備に対して委託を行いました。

・公共施設の木造化・木質化（役場町民ホール） １３，８１０千円

・中頓別学園の町産材木材利用委託事業 １，９８０千円

〇木育・木づかい推進対策 ４５千円

既存の学校机に取り付けられている天板を町産材を用いて製作した天板に交換すること

を行っており本年度については、天板用ネームプレート１０枚を製作しました。

・中頓別町天板交換プロジェクト ４５千円

・ぬくもりのハンドメイド積み木教室 ０千円

・木のおもちゃまつり ０千円
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〈林道費〉

（担当：産業課産業グループ）

林道管理事業 決算額 ３，４５２千円（３，４６１千円）

中頓別町で管理している林道施設の維持補修及び管理業務を行いました。

道営林道事業 決算額 ２１，１６６千円（２１，１６６千円）

森林の生産性の悪化により林業生産活動が停滞しており、計画的な森林整備や作業の機械

化の効率化が求められています。森林管理道整備により木材の運搬の効率の向上や作業道と

適切な組み合わせにより森林整備の促進と森林経営の安定化を促進しました。

〇道営森林管理道松麿線開設事業

（事業期間 平成２４年年度～令和７年度）

・事業費 21,165 千円

（国負担分 42,332 千円 道負担分 21,166 千円 町負担分 21,165 千円）

・事業内容 開設工事 延長＝627ｍ、幅 4.0ｍ

・施工場所 松音知橋から南に 250ｍとして山林側へ約 840ｍ

林業専用道上頓別線開設事業 決算額 ３４，９８２千円（３５，１００千円）

本地区は排水路や草地等に囲まれ、森林整備を行うには立地条件として悪く、手入れが行

き渡らず山林の衰退が見受けられている。また、森林所有者の高齢化等により町への寄付山

林があり、無立木地が目立ち造林が必要となっています。

林業専用道の整備により計画的な施業が可能となることから、森林整備の推進や所有者の

施業意欲の向上が図られ、地域材の利用の拡大に繋がり、併せて森林整備事業者等への安定

的な雇用確保にも繋げるため、工事及び測量設計調査を実施しました。

〇林業専用道上頓別線開設事業

（事業期間 令和５年度～令和１２年度予定）

・事業費 34,982 千円

（国負担分 17,491 千円 道負担分 350 千円 町負担分 17,141 千円）

・事業内容 開設工事 延長＝280ｍ 幅 4.0ｍ 測量設計 L=360ｍ

・施工場所 上頓別地区の町道に架かる平野橋から約 1.5ｋｍ南西方向を起点とした

山林内で実施しました。

幹線林道弥生線改良事業 決算額 ５５，６４４千円（５７，０００千円）

鍾乳洞周辺において、平成１４年度から平成１８年度の５ヶ年で散策路や木道等の整備を

行いました。その後、施設の経年劣化に伴い散策路や木製階段、木柵等の損傷がひどく、観

光客等への安全性を確保することが困難な状況のため、改修する必要があり工事及び測量設

計の調査を実施しました。

〇幹線林道弥生線改良事業

（事業期間 令和５年度～令和８年度予定）

・事業費 55,644 千円

（国負担分 27,822 千円 道負担分 556 千円 町負担分 27,266 千円）
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・事業内容 改良工事（湿地ルート等） 延長＝369ｍ、測量設計＝886ｍ

・施工場所 中頓別鍾乳洞ふれあい公園

商工費

〈商工総務費〉

（担当：産業課商工労働・観光まちづくりグループ）

商工業振興対策推進事業 決算額 １５，６９９千円（３３，７５６千円）

商工業の振興と地域経済基盤の安定を図るための取り組みに要する経費です

平成２８年度から商工業者の事業拡大や設備の整備改修、後継者への事業継承を円滑に進

めることを目的として商工業振興支援補助金制度（令和８年３月まで）による支援を行って

います。

・商工業振興支援補助（施設設備改修等６件） ８，３４６千円

・商工業事業継承者支援助成金（１件） １，７５０千円

・プレミアム商品券発行事業補助金 ５，５８９千円

中頓別町商工会補助事業 決算額 ５，２１０千円（６，８８０千円）

商工業の振興と地域経済基盤の安定を図ることを目的として、その指導的役割を担う中頓

別町商工会に対して経営改善普及事業に係る経費の一部を助成しました。

中頓別町中小企業振興資金融資事業

決算額 ２０，０００千円（２０，０００千円）

（融資枠 ６０，０００千円）

町内中小企業の育成振興、経営の合理化を促進するため、金融機関に運用資金を預け入れ、

中小企業者に対し有利な融資を行っています。融資額は一企業に対し、運転資金、設備資金

は７，０００千円以内、木材工業関係は３０，０００千円以内で、設備資金の特例として金

融機関からの貸付利息の一部を補助します。

〈観光費〉

（担当：産業課商工労働・観光まちづくりグループ）

ピンネシリ温泉運営事業 決算額 ３０，３１８千円（７６，９９５千円）

※（ ）のうち、４６，３００千円は令和７年度への繰越明許費です。

ピンネシリ温泉（ホテル「望岳荘」）の管理運営に係る費用です。

○中頓別町ピンネシリ温泉の管理運営に係る指定管理料 １８，６６０千円

・管 理 施 設－温泉（入浴）施設、宿泊施設

・業務の範囲－施設の管理に関する業務、施設の運営に関する業務、施設の経営管理に

関する業務

・指 定 期 間－令和６年４月１日～令和１０年３月３１日 ４年間
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○導水管維持管理委託料 ４，２７９千円

○水質検査手数料等 １４７千円

○土地賃借料、分湯料（国有林関係） ３６千円

○機械設備等点検等委託料 １，１３７千円

○機械設備修繕料 １，０４１千円

○ピンネシリ温泉改修工事（実施設計関連） ５，０１６千円

ピンネシリふれあい公園管理事業 決算額 １，７４３千円（１，７４４千円）

ピンネシリ温泉に隣接する公園の維持管理や環境美化に関する業務の委託のほか、老朽化

した遊具の撤去を行いました。

〇管理委託料 ２９５千円

〇遊具撤去工事 １，３７５千円

観光イベント振興事業 決算額 １，８３７千円（１，８８２千円）

北緯４５度夏まつり及び北緯４５度しばれまつりに対しての助成や、砂金祭りを行うため

の消耗品の購入、砂金掘体験場の仮設トイレ設置などを行いました。

〇北緯４５度夏まつり負担金 ８００千円

〇北緯４５度しばれまつり負担金 ８５０千円

〇仮設トイレ賃借料 １２７千円

〇砂金祭り需用費 ５５千円

観光協会補助事業 決算額 ５５０千円（５５０千円）

観光宣伝、観光イベント、観光客の誘致等幅広い活動を進める観光協会の事業に対し助成

し、町の観光産業の振興に努めました。

○観光協会運営補助金 ５５０千円

観光振興事業 決算額 ４３０千円（６８１千円）

関係団体との会議出席のほか、観光施設の維持修繕や観光事業の推進に努めました。

〇旅費 １２４千円

〇燃料、消耗品費 １２５千円

〇大畑山展望台公園維持管理業務委託料 １６８千円

中頓別鍾乳洞自然ふれあい公園管理運営事業

決算額 ４，９１５千円（４，９１５千円）

中頓別鍾乳洞自然ふれあい公園の施設管理運営費です。

○中頓別鍾乳洞自然ふれあい公園の管理運営に係る指定管理料 ４，９１５千円

・指定期間－令和６年４月１日～令和１０年３月３１日 ４年間

中頓別町山村交流施設管理運営事業

決算額 １６，６６８千円（１６，７６３千円）

中頓別町山村交流施設（ピンネシリビレッジファームパーク）の施設管理運営費です。

○中頓別町山村交流施設の管理運営に係る指定管理料 １３，５５０千円

・人件費
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・管理施設－ピンネシリビレッジファームパーク〔交流プラザ（道の駅「ピンネシリ」）、

オートキャンプ場、コテージ〕、砂金掘体験場

・業務の範囲－施設の管理に関する業務、施設の運営に関する業務、施設の経営管理に

関する業務

・指定期間－令和６年４月１日～令和１０年３月３１日 ４年間

〇修繕料（北電柱電線引込移設工事、男子トイレ修繕他） ２，３３２千円

〇コテージエアコン設置工事 ７８５千円

地域おこし協力隊事業 決算額 ４，２５５千円（５，２０５千円）

地域おこし協力隊員の募集や活動に必要な研修等の支援を国の推進要綱に基づき、特別交付

税を活用して実施しました。

また、着任した協力隊員が地域での活動に十分力を発揮できるように適宜開催される協力隊

員向けの各種研修会への参加を推奨しております。

・協力隊募集業務委託料 １，８７２千円

・協力隊インターン活動費 ５６０千円

・協力隊起業支援補助金 １，７００千円

なかとんべつ観光まちづくりビューロー運営事業

決算額 １６，６５９千円（１６，７４１千円）

敏音知地域を中心とする山村交流施設等の観光資源の活用や情報発信を通じて、地域の活

性化、観光の振興に取り組む（一社）なかとんべつ観光まちづくりビューローの運営費を助

成しています。

○（一社）なかとんべつ観光まちづくりビューロー運営費補助 １２，１４６千円

○地域おこし協力隊員雇用負担金 ４，５１２千円

移住定住促進事業

決算額 １，２０３千円（１，３０３千円）

都市部での移住フェアの開催や短期移住体験住宅の管理運営を実施しています。また、移

住定住を推進する団体に加入し、移住に関連する情報の共有や発信を行っています。

〇移住フェア開催費用（旅費、印刷製本費、燃料費等） ７４８千円

〇おためし暮らし住宅維持管理費（電気料、修繕料、通信費等） ３２４千円

〇移住コンシェルジュ携帯電話料金 ２９千円

〇北海道移住交流促進協議会会費 ５０千円

〇ふるさと回帰支援センター会費 ５０千円
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土木費

〈土木総務費〉

（担当：建設課建設グル－プ）

土木総務事業 決算額 ４５０千円（４６１千円）

各種会議への旅費及び道路、河川等の協会負担金、関係図書の購入を行いました。

〈道路維持費〉

（担当：建設課建設グル－プ）

除排雪事業 決算額 １５４，５７７千円（１５６，５５６千円）

冬期間の快適な生活環境づくりのため、町道や公設駐車場等の除雪・排雪業務を行いまし

た。

・除雪トラック購入（１台） ５６，５１５千円

・除排雪委託料 ８７，４２８千円

・車両修繕料 ６，０３７千円

上駒駐車場トイレ維持管理事業 決算額 ４１４千円（４２５千円）

上駒駐車場のトイレ清掃を委託し、いつも清潔な状態を保ちました。

道路維持補修事業 決算額 ６１，６６９千円（６３，１２２千円）

町道の草刈りや砂利均し等の維持作業を業務委託しました。舗装補修（パッチ）や道路を

大雨等から守るために側溝整備工事をしました。

・道路維持作業委託料 １６，５００千円

・舗装道路・区画線補修費 ２，３５１千円

・中頓別弥生線・兵安川向線側溝整備工事 １９，５６９千円

・道路照明施設点検委託料 １５，８０７千円

道路照明灯電気料事業 決算額 １，１２２千円（１，１４６千円）

歩行者及び車両通行の夜間の安全性確保のために設置している道路照明灯１２３基分（町

道２１路線）の電気料を計上しています。

道路台帳整備事業 決算額 ６６０千円（６８２千円）

道路台帳は町道管理に必要な道路の現況や用地を確認することと道路の維持管理に要する

経費として交付税措置がされるため、図面及び調書を整備するものです。毎年、道路工事等

で変更が生じた分を修正します。

〈橋梁維持費〉

（担当：建設課建設グル－プ）

橋梁補修事業 決算額 ９９千円（１００千円）

橋梁維持のため支障木の伐採を行いました。

・橋梁周辺支障木伐採 ９９千円
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〈道路新設改良費〉

（担当：建設課建設グル－プ）

普通建設事業（単独） 決算額 ８２６千円（１，４０７千円）

道路建設事業を行うための人件費及び積算等に係る経費を支出しました。

秋田原野線交付金事業 決算額 ７９，７９０千円（７９，８８９千円）

小頓別かえで団地付近から秋田地区に向かう町道で、道路改良工事１８０ⅿ及び道路改良

工事実施設計業務５８０ｍを実施しました。

中頓別弥生線交付金事業 決算額 １９２，４７０千円（１９６，７４４千円）

※うち、１７３，０８８千円は令和５年度からの繰越明許費です。

※（ ）のうち、４，２７４千円は、令和７年度への繰越明許費です。

頓別川河川改修に伴い弥生地区一已内橋の架換工事で、令和６年度は橋脚工事・橋桁製作

分の負担金を北海道へ支払いました。

道路長寿命化事業 決算額 ３６，３７７千円（３６，３７７千円）

町道長寿命化のため、町道旭台宮下線舗装補修工事を実施しました。

橋梁長寿命化事業 決算額 ２０，１８５千円（２０，２１８千円）

町道に架かる橋梁長寿命化のため、を実施しました。

２条仲通線整備事業 決算額 １０，６７０千円（１０，６７０千円）

町道２条仲通線整備事業に伴い舗装補修工事７１．６ｍを実施しました。

〈河川総務費〉

（担当：建設課建設グル－プ）

河川維持事業 決算額 ７，２０１千円（７，２１２千円）

普通河川の河床に堆積した砂利撤去、河川内の支障木撤去などの維持工事を実施しました。

・普通河川浚渫工事 ６，１３８千円

樋門樋管管理委託事業 決算額 ７８６千円（８１０千円）

河川の洪水・氾濫等によって災害が発生しないように宗谷総合振興局稚内建設管理部が管

理している２級河川の頓別川、兵知安川にある３０ヶ所の樋門・樋管の操作や管理を委託し

ました。

〈公共下水道費〉

（担当：政策経営課政策経営グル－プ）

下水道事業運営補助事業費 決算額 １０１，２９６千円（１１０，８００千円）

中頓別町下水道事業に対する補助金を支出しました。
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〈旭台公園費〉

（担当：建設課建設グループ）

旭台公園維持管理事業 決算額 ２０８千円（２１４千円）

旭台公園の管理を委託し環境美化の向上を図りました。

・公園管理委託料 １８６千円

・光熱水費 ２１千円

〈住宅管理費〉

（担当：建設課建設グループ）

公営住宅維持管理事業 決算額 ４６，２４３千円（４６，７５９千円）

※うち、４２千円は令和５年度からの繰越明許費です。

住宅の修繕・維持管理に係る費用です。

・施設修繕料（あかね団地屋根葺替え・電気温水器取替え等） ６，５７５千円

・ひまわり団地外壁改修工事（１棟） １５，４６８千円

・あかね団地公営住宅解体工事（２棟） １１，２６４千円

〈住宅建設費〉

（担当：建設課建設グル－プ）

住宅建設促進事業 決算額 １，４０９千円（１，４０９千円）

町民の持ち家住宅を促進するため、中頓別町住宅建設促進条例に基づき、町内に住宅を新

築又は増改築する方及び町内に賃貸住宅を建設する方に対し費用の一部を助成することによ

り、良質な賃貸住宅の供給の促進と町民の定住促進を図りました。

・営繕工事積算 システム利用に係る経費 ４４９千円

・住宅建設促進助成金 ９６０千円

危険廃屋解体撤去助成事業 決算額 ２，１５０千円（３，０００千円）

町内に存する老朽化し危険な状態にある廃屋化した建築物等の解体撤去をする方に対し経

費の一部を助成し、景観や住環境向上、町民の安心安全を図っています。

・危険廃屋解体撤去補助金 ３件 ２，１５０千円

消防費

〈消防費〉

（担当：南宗谷消防組合中頓別支署）

消防事業 決算額 １１，２９７千円（１１，６６４千円）

南宗谷消防組合の議会費、総務費、消防本部費等の負担金を支出しました。
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消防署管理経費 決算額 ７，４０８千円（７，４９８千円）

消防庁舎、通信設備、工事請負費、庁用備品等の維持管理に要した費用です。

・需用費（消耗品、光熱水費、修繕費） １，７３８千円

・役務費（通信運搬費、火災保険料） ７２９千円

・委託料（自家用電気工作物、庁舎設備機器、自動ドア委託業務） ３０３千円

・使用料及び賃借料（ＬＥＤリース料、ＮＨＫ放送受信料、コピー機使用・リース料）

４４３千円

・工事請負費（消防庁舎事務所エアコン設置） ４，１５８千円

・備品（無停電電源装置） ３７千円

消防庶務業務 決算額 １，１１８千円（１，２０２千円）

予算・経理に関する事項、職員の被服装備品の整備、安全衛生管理、労務管理等のほか、

一般的な庶務事務に関わる事務処理に要した費用です。

・需用費（消耗品、職員制服費、印刷製本費） １，１０４千円

・役務費（職員健康診断文書料） １４千円

警防業務事業 決算額 ５，８２６千円（６，１８９千円）

町民の人命救助を最優先に、火災・救助・災害の警戒及び防御を目的として、各種訓練、

研修の実施、緊急時における適切な消防車と資機材の維持管理、消防水利の維持管理に要し

た費用です。

・需用費（消耗品、燃料費、車検修繕費） ２，６０８千円

・役務費（空気ボンベ耐圧検査、車検代行料、無線局再免許申請手数料、自動車保険料）

４２３千円

・原材料費（消火栓・防火水槽） ２５千円

・備品（消火用ホース、車両バッテリー、ロープレスキュー資機材、空気呼吸器一式、空

気ボンベ、救助用資機材予備バッテリー） ２，５３３千円

・公課費（重量税） ２３７千円

予防業務事業 決算額 １３３千円（１５９千円）

啓蒙旗設置、啓蒙看板作成、火災予防運動広報、年末警戒、町内回覧防火啓蒙等の火災予

防思想の普及啓発活動に要した費用です。

・需用費（消耗品） １１６千円

・役務費（防火防災訓練補償保険料） ５千円

・原材料費（火災予防運動用） １２千円

各種研修事業 決算額 ９２２千円（９２５千円）

消防学校以外の短期の研修や各種資格取得のための研修、専門会議等に要した費用です。

・旅費 ３５３千円

・役務費（予防技術資格者検定料） ６千円

・使用料及び賃借料（駐車場・高速道路使用料） ２８千円

・負担金 ５３５千円
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救急業務事業 決算額 １，８１１千円（１，９３６千円）

救急出動、救急活動を円滑に実施するため、救急業務に対する検証、救急救命士の病院実

習、救急車・救急資機材の維持管理、また、救命率向上に必要な応急手当普及活動等、救急

業務全般に要した費用です。

・旅費（救命士病院実習、救急町外搬送） ４５０千円

・需用費（消耗品、修繕費） ４４５千円

・役務費（通信運搬費、酸素ボンベ耐圧検査、車検代行料、各種救急資機材保守点検料、

自動車保険料） ５４６千円

・委託料（各種予防接種料、旭川赤十字病院検証委託料） ２６８千円

・使用料及び賃借料（駐車場使用料） ３千円

・負担金（救急救命士病院実習負担金） １５千円

・公課費（重量税） ８４千円

消防学校派遣事業 決算額 ２９４千円（２９４千円）

消防職員として必要な専門知識及び技術の習得、規律の保持等、効率的に職務を遂行でき

る人材育成を目的として消防学校へ派遣する事業です。

令和６年度は北海道消防学校の専科教育救急科及び救助科への派遣経費に要した費用です。

・旅費（専科教育救急科１名、専科教育救助科１名） １９８千円

・負担金（北海道消防学校） ９６千円

給与関連事業 決算額 ８６，４４９千円（８７，４８９千円）

消防職員の給与支払事務等に関する業務で、給料、職員手当等、共済費、負担金等人件費

に要した費用です。

・職員給与 ４２，５６２千円

・職員手当 ２９，９８４千円

・共済費 １３，８７１千円

・負担金（福祉協会負担金） ３２千円

消防団員管理事業 決算額 ４，６４０千円（５，１７２千円）

消防団活動を円滑に進めていくため、団員の被服装備品の整備、報酬、旅費、災害補償関

係等に要した費用です。

・報酬（団員年間報酬、各種出動報酬） ３，１８９千円

・消防団員福祉共済掛金 ６４千円

・旅費 ３９千円

・消防団員マイカー保険料 １０千円

・負担金（消防団員等公務災害補償負担金） １，３３８千円

消防分団管理事業 決算額 １，７２０千円（１，９６５千円）

消防団管轄の消防車や活動資機材の維持管理、消防団詰所の維持及び備品の維持管理に要

した費用です。

・需用費（消耗品、燃料費、光熱水費、車検修繕費） １，１２９千円
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・役務費（通信運搬費、車検代行料、敏音知会館合併浄化槽検査及び汚泥抜き取り料、

自動車保険料、小頓別消防詰所火災保険料） ２１４千円

・委託料（敏音知会館合併浄化槽保守管理委託料及び消防施設管理委託料、小頓別消防詰

所管理委託料） １６４千円

・備品（車両・小型ポンプバッテリー） １００千円

・負担金（宗谷管内陸地市町村交流研修会） ５０千円

・公課費（重量税） ６３千円

消防設備整備事業 決算額 ３，７０６千円（３，７０６千円）

町内の消火栓、防火水槽新設、維持管理に必要な費用です。令和６年度は機能低下が見ら

れる消火栓３基の取替を実施しました。

・工事請負費（消火栓取替工事）

教育費

〈教育委員会費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

教育委員会事業 決算額 ７０２千円（７２４千円）

・教育委員会開催状況：１３回

・学校訪問：学校行事及び授業参観、公開授業参観等の訪問を行いました。

・教育委員研修：北海道市町村教育委員研修会、宗谷管内教育委員研修会に参加しました。

・教育委員報酬：教育委員の報酬を支出しました。

〈事務局費〉

（担当：教育委員会教育グループ・教育委員会新しい学校づくり推進室）

外国青年招致事業（英語指導助手） 決算額 ４，５５８千円（４，６２５千円）

こども園、小中学校、英会話教室等、語学教育の充実を図るとともに、地域国際交流の推

進に努めました。令和３年度より１名を中学校に常駐させています。

中学校部活動振興事業 決算額 ２２３千円（２２３千円）

生徒の身体及びスポーツ技術の向上、管内中学校との交流と親睦を図ることを目的として

います。管内及び全道大会の参加やユニフォーム費用の補助を行い、保護者負担を軽減しま

した。

・バスケットボール部ユニフォーム代 ９５千円

教育委員会事務局事業 決算額 ９３，７７３千円（９７，６５７千円）

教育委員会の補助機関として教育委員会事務局が設置され、教育委員会の職務権限に属す

る事務を具体的に処理するため事務局職員の給料等の支払いのほか、児童生徒・教職員の健

康診断や一般事務に要する経費に充てました。
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教育研究指定校委託事業 決算額 １００千円（１００千円）

特色ある学校経営の活動について研究し、教育効果を高めることを目的として各学校に委

託しました。その結果を集約し研究紀要として報告を受けました。

教職員健康診断事業（人間ドック） 決算額 ８４千円（８４千円）

教職員の健康の保持増進及び病気の早期発見等に努めました。

公用車両維持管理事業 決算額 ２６，０３０千円（２６，６４８千円）

通学用スクールバスの運行、校外学習、各種スポーツ大会参加時の運行及び事務局車両の

維持管理に充てました。

中頓別町教育研究会運営事業 決算額 ２６２千円（２６２千円）

中頓別町学校教育の重点及び町内各学校の学校教育目標・経営方針に則り、教育課程の改

善、充実を図るための経費です。サークル活動や研究大会等の活動を実施しました。

特別支援教育連携協議会運営事業 決算額 １４０千円（１４０千円）

発達障害を含めた障害のある子どものよりよい生活を築くため、総合的な支援体制のあり

方や障がいに対する理解を町民や関係者で共有していくために支援しました。

英語力育成事業 決算額 １２，３５５千円（１２，５６２千円）

夏休み期間中、６泊８日の日程で中学生９名と高校生１名の生徒１０名が参加してハワイ

英語研修を実施しました。 １２，２９３千円

英語検定の検定料の補助金を支出しました。

・英語検定：小学生 １名、中学生 １４名 ６１千円

学習習慣育成事業 決算額 １７３千円（１９０千円）

漢字検定の検定料の補助金を支出しました。

・漢字検定：小学生 ２９名、中学生 ２６名

中頓別学園整備事業 決算額 ２９２，２０３千円（３３９，９８１千円）

※うち、１５９，５００千円は、令和５年度からの繰越明許費です。

※（ ）のうち、４１，０００千円は、令和７年度への繰越明許費です。

人生１００年の学びの拠点として学校機能だけではなく、将来を見越して長く町民が使え

る施設、大人も子どもも生涯を通じて学び交流することができる施設づくりに向けて様々な

取り組みを進めてきました。

※主な支出内容

・実施設計委託料（令和５年度からの繰越） １５９，５００千円

・用水路改変工事 ２０，５３７千円

・仮校舎建設工事 ８７，６８１千円

・学校建設工事（令和７年度へ繰越） １０，０００千円

・学校建設工事監理業務委託料（令和７年度へ繰越） ２８，０００千円

・学校教育サポート業務委託料 ９，１１０千円

・学校環境整備アドバイザー業務委託料 ２，９３６千円

・仮校舎詳細設計委託料 ７，５１３千円
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〈住宅管理費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

教職員住宅管理事業 決算額 ７５８千円（７５９千円）

教職員住宅の維持管理に係る経費に充てました。

〈学校管理費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

小学校施設維持管理事業 決算額 ２３，９６５千円（２５，６１９千円）

児童が快適・安全に学校生活を送れるように小学校施設を維持管理するための経費に充て

ました。

・備品購入費（ワイヤレスマイク、スポットクーラー、刈払機、シュレッダー）

９６０千円

中学校施設維持管理事業 決算額 １５，４６７千円（１７，００８千円）

生徒が快適・安全に学校生活を送れるように中学校施設を維持管理するための経費に充て

ました。

・備品購入費（スポットクーラー、扇風機、スポットライト、校務用ＰＣ）

１，０５３千円

〈教育振興費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

就学奨励事業 決算額 ２４７千円（３６４千円）

経済的な理由によって就学困難と認められる児童又は生徒の保護者に対して必要な援助を

行いました。

・新規：１名、継続：８名

小学校教育振興事業 決算額 ４，７９９千円（５，３９９千円）

児童に対する教育活動において必要となる教育資材等を整備し、教育指導の充実を図るた

めに必要な経費に充てました。

・図書購入費 １５３千円

・備品購入費（パーテーション） ２１５千円

就学奨励事業 決算額 ４５１千円（５７８千円）

経済的な理由によって就学困難と認められる児童又は生徒の保護者に対して必要な援助を

行いました。

・新規：１名、継続：４名

中学校教育振興事業 決算額 ９４５千円（１，４２１千円）

生徒に対する教育活動において必要となる教育資材等を整備し、教育指導の充実を図るた

めの経費に充てました。

・図書購入費 １２６千円
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・備品購入費（電動ミシン、ホワイトボード） ９０千円

〈社会教育総務費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

社会教育推進事業 決算額 ６０２千円（８２２千円）

本町の社会教育事業のあり方について協議検討を行い、社会教育事業や生涯学習・まちづ

くり活動に積極的に参加できる体制を支援しました。

少年教育推進事業 決算額 ６，０９１千円（７，７４１千円）

地域の資源や文化を活かす子どもの体験活動や学習機会を提供し、青少年の健全育成を図

りました。

・中頓別町ＰＴＡ連合会運営事業補助 ２５０千円

・管内ＰＴＡ連合会研究大会 １００千円

・生徒指導連絡協議会運営補助 １５０千円

・学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業 ２，９６６千円

・自然体験活動事業 ２，７２４千円

青年教育推進事業 決算額 ９０千円（１１０千円）

成人式対象者１４名に対するオリジナル図書の購入等、成人式運営に要する経費に充てま

した。

高齢者教室推進事業 決算額 ５８千円（８４千円）

趣味や娯楽等のサークル活動を実施しました。また、登別市にリフレッシュ研修旅行を実

施しました。

・パソコン教室

芸術文化推進事業 決算額 ５７２千円（６０５千円）

個人や団体サークル、町内各学校における日頃の文化活動や学習成果の発表を通じ、お互

いの交流を図りました。

・町民文化祭実行委員会運営補助金 １２０千円

文化財保護事業 決算額 ８千円（８千円）

町の区域内に所在する文化財の保全及び活用に係る必要な措置を講じるため、文化財保護

委員会を開催します。

夢と希望を！感動体験事業 決算額 １，５０１千円（１，６０８千円）

次代を担う子ども達の健やかな成長と教育の向上に資することを目的として、未来を担う

こどもの健全育成と教育の基金を財源に、各種体験活動に補助金を支出しました。

・プロスポーツ観戦事業（プロ野球、プロバスケ） ９３９千円

・中学校本物感動体験修学旅行事業 ３４８千円

・中学校宿泊学習事業 ８千円

・中学校本物感動体験自然体験事業 ６３千円

・スキーの魅力体験事業 １４３千円
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〈町民センター費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

町民センター運営維持管理事業 決算額 ９，８５６千円（１０，１６３千円）

地域住民のコミュニティ活動、社会教育、生涯学習の場の拠点として利活用を図るため、

施設の維持管理に要する経費に充てました。

〈社会教育施設費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

郷土資料館及び青少年柔剣道場運営事業

決算額 １８，３９０千円（２１，８１２千円）

郷土資料館、図書室、柔剣道場の光熱水費等の維持管理に要する経費を計上しています。

また、子どもからお年寄りまで利用しやすい生涯学習の拠点としての図書室の充実を図る

ため、計画的に蔵書を整備しました。

読書活動推進事業 決算額 １１千円（６４千円）

○なかとんべつ子ども読書プラン事業

令和３年３月に中頓別町子どもの読書活動推進計画〔第３次計画〕を策定しました。生

涯における読書の習慣化に向けた取り組みとともに、誰もが利用しやすい施設を目指して

います。

赤ちゃんから絵本に親しみ、また、町図書室や認定こども園、学校図書室との連携を図

りながら、子どもを中心とした読書活動の支援をしました。

○ブックスタート事業

赤ちゃんと保護者がゆっくり向き合い、心ふれあうひとときを持つきっかけをつくり、

絵本を開く楽しい体験といっしょに絵本等が入ったブックスタート・パックを手渡します。

町で地域に生まれたすべての赤ちゃんと保護者（対象者１０名）に乳幼児検診の時に「い

きいきふるさと推進事業」と同時に実施しました。

○絵本の読み聞かせ事業

読書活動の推進を地域全体での取り組みにするため、絵本の読み聞かせボランティアの

活動について支援をしました。

〈多目的集会施設費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

多目的集会施設維持管理事業 決算額 ８０７千円（１，０７５千円）

小頓別地区の住民活動の場として活用している多目的集会施設の光熱水費等、維持管理に

要する経費に充てました。
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〈創作活動施設費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

創作活動施設運営管理事業 決算額 ３１１千円（６６６千円）

中頓別町らしい個性豊かな芸術文化の発展のため、地域や職場、団体やサークルのネット

ワークづくり、創作活動の拠点として活用している創作活動施設の維持管理に要する経費に

充てました。

〈そうや自然学校施設費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

そうや自然学校事業 決算額 ３，５４９千円（４，４４０千円）

そうや自然学校を拠点として、子どもたちへの自然体験活動を提供しました。

・消耗品費、光熱水費、公用車維持管理費 等 ２，３８０千円

・施設清掃・外構管理、除雪委託料 １，１６９千円

〈保健体育総務費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

社会体育推進事業 決算額 １，３４８千円（２，０８９千円）

○社会体育推進事業

各種研修会への参加や町内スポーツ大会・教室等のあり方についての協議や少年団活動

支援に係る経費及びスポーツ巡回車の維持管理等に要する経費に充てました。

・各スポーツ少年団指導者への支援 １７５千円

・スポーツ少年団本部運営補助 １２５千円

○スポーツ推進委員会運営事業

スポーツ団体サークルが自主的・自発的にスポーツ活動を継続的に活動するために、研

修や会議等の機会提供を図っています。

○町民各種スポーツ大会等運営事業

・町長杯争奪町民パークゴルフ大会 １２千円

・町民ソフトボール大会 ３千円

・町民駅伝大会 ９４千円

・夏休みラジオ体操会 ２０千円

○冬季スポーツ教室運営事業

・町民スノーフェスティバル １６５千円

・寿スキー場ジュニアスキー大会 ５千円

・冬季スポーツ教室運営事業 １１４千円

・ジュニア・キッズスキー教室 ２３千円



71

社会体育施設運営事業 決算額 １，４２９千円（１，７６７千円）

学校クラブ活動や町内で活動しているスポーツ団体、サークル・愛好団体の活動の場所と

して利用されている町民体育館の維持管理に要する経費に充てました。

〈山村プール費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

山村プール運営事業 決算額 １，３１９千円（１，５３４千円）

学校授業や一般町民の健康体力づくり、児童生徒の健全育成のために開設している山村水

泳プールの維持管理に要する経費に充てました。

〈寿野外レクリェーション施設費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

寿野外レクリェーション施設事業

決算額 ４２，４３４千円（４２，５３３千円）

社会教育施設等（寿スキー場、野外レクリェーション施設、寿公園）の管理運営に要する

経費に充てました。また、寿公園のトイレ改修、遊具の入れ替えを行うため設計業務を委託

しました。

・社会教育施設等指定管理料 ３３，３０２千円

・寿公園更新工事実施設計業務委託料 ８，０４１千円

〈学校給食費〉

（担当：教育委員会教育グループ）

学校給食事業 決算額 ２３，０１１千円（２３，６１５千円）

子ども達に望ましい食習慣や食に関する自己管理能力を身につけさせるように食育の推進

を図りました。各学校における給食回数は小学校で１９８日、中学校で１９６日、給食セン

ターの稼働日数は２００日となりました。これに伴い保護者負担となる学校給食費補助金を

家計への配慮及び更なる子育て環境整備のため全額補助としました。引き続き食育を通じて

児童生徒の健全育成を推進するように努めます。

【 特別会計 】

自動車学校事業特別会計

（担当：自動車学校）

自動車学校事業 決算額 ５７，９３７千円（５９，７３６千円）

一般会計繰入金 ２７，４４０千円（２９，９１７千円）

自動車免許取得のための教習、高齢者の免許更新時講習及び取得者教育等の業務を実施し、
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地域における交通安全教育センターとしての積極的な活動の推進に努めました。教習生や受

講者に安心して利用いただくため、老朽化した施設の修繕や備品の購入等、維持運営に必要

な経費を支出しました。

・人件費 報酬，給料，職員手当，共済費 ３６，５４１千円

・需用費 施設修繕費（コース・学校屋内給水配管・屋外止水工事）１，９７７千円

・備品購入費 ノートパソコン、消火器 １６１千円

・使用料及び賃借料 除雪用ショベルリース料 １，７７３千円

除雪用ロータリリース料（故障の為） １，２８２千円

シミュレータリース料（機種入替９か月分） ６３９千円

国民健康保険事業特別会計

（担当：保健福祉課福祉グループ）

国民健康保険事業 決算額 １７３，４７６千円（２４３，８５１千円）

一般会計繰入金 ９，１３９千円（１２，６３５千円）

国民健康保険は日本に住む誰もが安心して医療を受けることができる「国民皆保険制度」

を維持しており、病気やケガをしたときに安心して病院を受診することができるように医療

費の一部を国と国保加入者のみなさんの保険税で負担し合う制度です。

・総務費 ６，１７４千円

・医療給付事業 １０７，４６７千円

疾病時の入院や入院外（外来受診）の医療費を支出します。

・国民健康保険事業費納付金 ５２，４８２千円

・保健事業費 ４，５６６千円

特定健診を実施し、早期発見と予防事業に係る経費を支出します。

・諸支出金 ２，７８７千円

介護保険事業特別会計

（担当：保健福祉課福祉グループ）

介護保険事業（保険事業勘定）

決算額 ２１２，１７５千円（２６３，１４８千円）

一般会計繰入金 ３０，９７０千円（３８，９６０千円）

介護保険制度は高齢者が住みなれた地域で安心して暮らすことができるように、また、要

支援状態とならないように様々な地域支援事業や、要支援状態、要介護状態となった高齢者

への介護保険サービスを推進しています。



73

・総務費 ５，８２５千円

・保険給付費 １９５，０９３千円

介護サービス等諸費 １６９，９１８千円

介護予防サービス等諸費 ５，７４６千円

その他諸費 １２９千円

高額介護サービス等費 ４，７０５千円

高額医療合算介護サービス等費 １，１５７千円

特定入所者介護サービス費 １３，４３８千円

・地域支援事業費 ７，５１４千円

・基金積立費 １０千円

・諸支出金等 ３，７３３千円

介護保険事業（介護サービス事業勘定）

決算額 ５８，５４０千円（５８，７２９千円）

一般会計繰入金 ３７，７００千円（３８，２８４千円）

令和５年度より在宅事業のデイサービスセンター及び訪問介護事業所は、町直営で事業を

実施してきています。在宅事業は家族の介護負担の軽減や利用者のニーズに対応し、高齢者

の身体機能低下の防止や認知機能低下の予防、機能訓練などを提供し、在宅生活の継続を支

えるために事業を推進してきました。

高齢者が自立した在宅生活が送れるように高齢者のニーズを的確に捉えたサービスができ

る体制を構築しながら、住み慣れた自宅で 1日でも長く生活ができるように取り組んでいき

ます。

・一般管理費 ５８，５３９千円

報酬 ４，３２２千円

給料 ２２，３１７千円

職員手当等 １１，４８５千円

共済費 ６，９９７千円

旅費 ５２千円

需用費 ９，２０２千円

役務費 ７４７千円

委託料 ２３８千円

使用料及び賃借料 １，１０３千円

備品購入費 １５６千円

負担金補助及び交付金 １，８９４千円

公課費 ２６千円
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（担当：特別養護老人ホーム長寿園総務グループ）

介護保険事業（施設介護サービス事業勘定）

決算額 ２０４，５７５千円（２０６，４９１千円）

一般会計繰入金 ５６，８５０千円（６２，３７２千円）

令和６年度から、新たに施設介護サービス事業勘定予算を計上しています。施設介護サー

ビス事業は特別養護老人ホームと短期入所者施設（ショートステイ）で、家族の介護負担の

軽減や利用者のニーズに対応してきました。

利用者が安全・安心して生活できるように取り組んでいきます。

・一般管理費 ２０４，５７５千円

報酬 ４，８９９千円

給料 ７２，７２４千円

職員手当等 ４０，２９１千円

共済費 １９，６３５千円

報償費 ２８４千円

旅費 ４７９千円

需用費 ４７，５１５千円

役務費 １，７３５千円

委託料 １０，００８千円

使用料及び賃借料 １，９１０千円

備品購入費 ４４５千円

負担金補助及び交付金 ４，６３７千円

補償補填及び賠償金 １３千円

後期高齢者医療事業特別会計

（担当：保健福祉課福祉グループ）

後期高齢者医療事業 決算額 ３３，９４９千円（３５，５２４千円）

一般会計繰入金 １３，３６４千円（１３，３７３千円）

後期高齢者医療事業は老人保健事業に替わる制度で７５歳以上の方と６５歳から７４歳で

一定の障害のある方が加入する医療保険制度です。

全道すべての市町村で構成する後期高齢者医療制度広域連合が設立し事業の運営にあたり

ます。

市町村の役割は、保険料の徴収、各種申請や届出の受付、被保険者証の引渡し等の業務を

行うことになり、事業運営のための経費を計上するものです。

・総務費 １，６８３千円

・後期高齢者医療広域連合納付金 ３１，１７７千円
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・諸支出金 ８９千円

水道事業会計

（担当：建設課上下水道グループ）

建設改良事業 決算額 １９９，６３４千円（１９９，６３８千円）

※うち、９９，２７３千円は、令和５年度からの繰越明許費です。

水道は清浄な水道水を供給する生活環境施設として重要な役割を担っています。

令和６年度につきましては、前年度に引き続き浄水場設備更新工事を実施し、竣工しまし

た。水道施設更新工事として導水管及び沈砂池付帯設備の更新及び北海道事業である頓別川

広域河川改修工事に係る一已内橋の架け替えに伴い、橋梁添架のための水道管受台制作に係

る負担金の支出を行いました。その他、道路改良工事等に係る水道管の布設替工事、検定満

了に伴う量水器取替工事並びに水道施設等の維持管理費を重点に経費を計上し、豊富で清浄

な水道水を造り、経営の健全化に努めました。

・導水管布設替及び沈砂池付帯設備更新工事 ６７，６９４千円

・量水器取替工事（１２７台） １，５４９千円

・道道中頓別停車場線配水管布設替工事 ６０５千円

・中頓別浄水場機械設備更新工事 ３０，３２８千円

・中頓別浄水場機械・電気設備更新工事（繰越） ９９，２７３千円

・頓別川広域河川改修工事附帯上水道管移設工事に伴う負担金 １８５千円

下水道事業会計

（担当：建設課上下水道グループ）

建設改良事業 決算額 ９７，１４１千円（９７，１４１千円）

下水道事業は公共水域の水質保全と快適な生活環境づくりとの重要な役割を担っています。

令和６年度は中頓別町下水道ストックマネジメント計画に基づいた下水道施設の設備更新工

事及び工事に伴う施工監理委託の実施、固定資産の購入として老朽化した水質試験用定温乾

燥器の購入を行いました。併せて下水道施設の維持管理費を重点に経費を計上し、よりよい

環境づくりとより効率的な施設管理に努めました。

・下水道管理センター電気・機械設備更新工事 ９３，２４７千円

・下水道管理センター設備重点施工監理委託 ３，６３０千円

・下水道管理センター水質試験用定温乾燥器購入 ２６４千円
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国民健康保険病院事業会計

（担当：国保病院）

医療機械器具等整備事業 決算額 ３，１８１千円（３，１９７千円）

住民の皆様により良い医療サービスを提供するため、老朽化・故障した医療機器等を更新

及び新規導入しました。

・血液分析システム ・低圧持続吸引機

・電動ベッド ・ランドリーカート

・衝撃吸収マット ・電子血圧計

・吸引ポット ・フレンツェルメガネ

・ＬＥＤ照明灯 ・スチーム加湿器

・パルスオキシメータ ・エアコン

・ノートＰＣ

電話交換設備更新事業 決算額 １０，９７８千円（１０，９７８千円）

老朽化に伴う不具合により、電話に支障が出てきたことから電話交換設備を更新いたしま

した。


